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■東海豪雨相当の大雨による内水氾濫のながれ 

 

  

平常時 

３時間前 

０ 

半日後 

１日後 

災害予防 

（平常時） 

【時間軸】 

気象情報の

収集 

緊急避難 

復旧対策 

【災害対応】 

雨の降り始め 

大雨注意報 

大雨警報 

自主避難活動 

水路の水位上昇 

一部道路での冠水 

交通機関一時停止 

風雨が収まる 

３日前 

事前避難

(自主避難) 

応急対策 

排水能力を上回る 

激しい降雨 

床下・床上浸水 

浸水解消 

●内水氾濫とは 

・区内への大雨により、 

下水や水路が雨水を排水しきれずに、 

マンホール等からあふれる浸水 

 浸水の発生 
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■上・中流部の堤防決壊による外水氾濫のながれ 

 

  

平常時 

2 週間後 

０ 

1 週間後 

１日後 

災害予防

（平常時） 

【時間軸】 

気象情報の

収集 

緊急避難 

生活再建 

【災害対応】 

上・中流部の大雨 

浸水しない地域 
（区内・区外）への 

広域避難 

浸水区域での孤立化 

交通機関一時停止 

３日前 

事前避難 

応急対策 

洪水の流下 

洪水の到達 

洪水の長期化 

建物（上層階）への 
緊急避難 

●上・中流部の堤防決壊による外水氾濫とは 

・上・中流部で堤防が決壊して流れ出た水が 

到達することによって発生する大規模な洪水 

 堤防決壊 
上・中流部で 
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■下流部の洪水・高潮による外水氾濫のながれ 

 
  

平常時 

半日後 

０ 

1 週間後 

１日前 

災害予防

（平常時） 

【時間軸】 

気 

象 

情 

報 

の 

収 

集 

緊急

避難 

生活再建 

【災害対応】 

上・中流部の大雨 

浸水しない地域 
（区内・区外）への 

広域避難 

浸水区域での孤立 

交通機関一時停止 

風雨が収まる 

３日前 

事

前

避

難 

応急対策 

浸水拡大 

浸水長期化 

建物（上層階）への 

緊急避難 

雨の降り始め 

洪水注意報 

洪水警報 

大雨特別警報 

台風接近 

河川水位の上昇 

●下流部の洪水・高潮による外水氾濫とは 

・巨大台風等による大雨や高潮等によって、 

区近郊部の堤防が決壊したり、堤防を越えて 

水があふれたりして発生する洪水 

 堤防決壊 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

避難判断水位 

氾濫危険水位 
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第１部 災害予防計画 
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第１章 風水害に強い防災都市づくり 
 

第１節 基本方針 

葛飾区は、荒川、江戸川、中川等の河川で囲まれた低地帯に位置し、昔から多くの水害が発

生したが、近年の河川の改修や下水道の整備により、大雨等による浸水被害は減少しつつあ

る。 

しかしながら、近年、集中豪雨や巨大台風の発生といった異常気象の頻度が高まっているこ

とや、依然として堤防に要注意箇所が残されていることが現状として挙げられる。また、都市

化の進展に伴う雨水流出量の増大による、新たな都市型水害の発生も危惧されている。 

そこで、今後も河川・堤防の改修を推進するとともに、雨水の流出抑制を図る。 

また、浸水対応型市街地構想（令和元年６月）に基づき、広域避難と垂直避難を組み合わせ

て避難できる環境を整え、水が引くまでの間、許容できる生活レベルが担保される市街地を目

指す。 

 

第２節 洪水予防対策 

 

１ 洪水対策 

区では、荒川、江戸川、中川、綾瀬川、大場川、利根川の氾濫で浸水する可能性がある。河

川管理者は、河川ごとに定めた計画高水流量を安全に流下させるべく、河川・堤防の整備等を

実施する。 

※各河川・堤防の整備状況は、震災編に準拠する。 
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２ 高潮対策 

都は、水防法等の一部を改正する法律（平成27年５月 31日成立、７月 19日施行）を受

け、想定し得る最大規模の高潮による浸水の危険性について住民に周知するため、平成 30年

３月に東京都高潮浸水想定区域図を公表した。また、想定し得る最大規模の高潮に備え、海岸

の水位により浸水被害の危険を周知するため、高潮特別警戒水位を設定した。区の高潮特別警

戒水位は A.P.＋4.3m である。 

東京高潮対策事業は、伊勢湾台風級による異常高潮（A.P.＋5.10m）に対処しうる計画に基

づき行われており、葛飾区は堤防、護岸、並びに水門の完成によって、高潮に対して安全性が

高まった。 

また、高潮時における上平井水門、今井水門閉鎖に伴う湛水対策として中川・新中川・綾瀬

川では、護岸整備を実施し、葛飾区内は全て完成した。 

 

３ 浸水対策 

３－１ 治水事業や民間開発と連携した浸水対応型拠点高台の整備 

区は、高規格堤防事業やスーパー堤防事業等の治水事業、また、治水事業と共に行われる民

間開発事業と連携を図り、河川沿川の市街地における浸水対応型拠点高台を整備する。このた

め、都市計画として、浸水対応型市街地形成促進を図る制度具体化の働きかけを行う。 

※新小岩公園高台化 

新小岩公園再整備における一部高台化と東京都の緩傾斜堤防事業との連携による浸水対応型

拠点高台の整備を推進し、水害に強いまちづくりを進めていく。 

 

３－２ 避難所となる公共施設の浸水対応型拠点建築物化への改修・整備促進 

区は、小中学校等、指定避難所を浸水対応型拠点建築物へ改築・改修していくため、浸水に

対応した機能の整備水準を作成し、公共施設の改築や大規模改修の際には、関係法令や立地条

件などを考慮しつつ設計に反映していく。 

 

３－３ 様々なレベルでの民間施設の浸水対応型拠点建築物化への改修・整備促進 

区は、集合住宅、商業施設、医療施設や福祉施設等の民間施設について、浸水対応型拠点建

築物への改築・改修を推進する。このため、浸水に対応した機能の整備水準を作成するととも
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に、民間施設の新築・改築や大規模改修の際に、整備水準に応じた浸水対応を誘導できるよ

う、補助制度や認定制度等のインセンティブを付与する。 

 

３－４ 浸水対応型拠点建築物群の誘導 

区は、市街地再開発事業等の大規模な開発を行う際は、浸水対応型拠点建築物化を推進す

る。 

また、都市計画制度の中において、浸水対応型拠点建築物を誘導できるよう、上位関連計画

への位置づけや仕組みづくりについて働きかけを行う。 

 

３－５ 自宅の浸水を防ぎ、垂直避難が可能な住宅の整備促進 

区は、都市型水害等の大規模水害以外の水害では、自宅での垂直避難が可能となるよう住宅

に対する浸水対応を誘導する施策を検討する必要がある。 

 

３－６ 行政内における部局横断的なプロジェクト推進体制づくり 

区は、浸水対応型市街地を形成するためには、市街地整備、治水対策事業、防災・危機管理

など、多様な部局の連携と調整のもとで進めることが重要である。このため、行政内の部局横

断的なプロジェクト推進体制づくりを行う。 

 

３－７ まちづくりの担い手となる住民・企業・ＮＰＯなどとの協働 

区は、浸水対応型市街地形成を持続するためには、まちづくりの担い手となる、住民・企

業・ＮＰＯなどとの協働が不可欠である。このため、浸水対応型市街地形成に向けた情報提供

やまちづくりプロセスの共有を丁寧に行うとともに、協働の体制づくりを行う。 
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４ 都市型洪水対策 

４－１ 都市型水害への基本的な考え方 

区は、「東京都都市型水害対策検討会」による報告（平成13年 11月）を踏まえ、行政間で

連携して一層の治水事業の促進や組織的な水防活動を推進するとともに、水害防止に係るさま

ざまな情報をあらかじめ住民に周知して、住民一人ひとりが洪水の危険性を理解し、いち早く

避難できる体制を自ら整えておくことなど、ハード・ソフト両面から総合的に都市型水害対策

を実施している。 

 

４－２ 内水排除 

（１） 下水道の整備 

都は、１時間 75mmの降雨に対処できる施設の整備を行っている。 

① 下水道施設の機能保持と保全を図るため、定期的に巡回・点検し、計画的に清掃や補修

工事を行う。 

② 施設の機能低下が激しい場合は、改良工事により機能回復を図る。 

③ 重点地区においては目標降雨に対応できる施設設備を推進する。 

 

（２） 排水路・排水場の整備 

区は、排水路・排水場の保全を図り、集中豪雨等による低地地域に対する浸水被害を防

止する。 

  

都
市
型
水
害
対
策 

ハード対策 

ソフト対策 

河川の整備 

下水道の整備 

整備水準のステップアップと河川・下水道の連携 

洪水情報の提供 

浸水予想区域図の作成・公表 

水害ハザードマップの作成・公表 

避難・防災体制の整備・確立 

広報・啓発 

流域対策の推進 
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４－３ 雨水流出抑制施設の整備 

（１） 公共施設等での流出抑制 

区は、河川や下水道に流出する雨水の量を抑制するため、公共施設等に雨水抑制施設等

を設置する。 

① 道路の透水性舗装化や廃滅水路・公園・校庭を利用した雨水貯留・浸透施設の設置を進

める。 

② 公共施設の建設に対しては、貯留・浸透施設の設置等雨水流出抑制のための措置を行

う。 

 

（２） 民間施設等での流出抑制 

① 住宅開発への指導 

区は、「葛飾区集合住宅等の建築及び管理に関する条例」、「葛飾区宅地開発指導要綱」に

基づき、「雨水流出抑制対策の手引き」を作成し、一定規模以上の宅地の開発等の際には、

雨水貯留浸透設置について指導する。 

② 民間建築物への指導 

区は、「民間建築物環境配慮ガイドライン」に基づき、集合住宅には、雨水浸透ます、雨

水浸透管(トレンチ)、雨水浸透側溝等の雨水浸透施設を設置して、環境配慮とともに遊水

機能を確保するよう指導する。 

 

４－４ 地下空間への浸水被害対策 

区は不特定多数が利用する地下空間、大規模工場及び要配慮者利用施設に対して、避難確保

または浸水防止に関わる計画の作成を指導するとともに、施設からの事前の申請に基づき電

話・ファクスで区から直接避難情報等を伝達する。 
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４－５ 広報・啓発 

区では、大雨による冠水・浸水などの被害を未然に防ぐために、区民がいつでも自由に土の

うを取り出せる「土のうステーション（土のう置場）」を区内 25箇所に設置している。 

設置場所は次のとおりである。 

■土のうステーション（土のう置場） 

 

 設置場所 住所  設置場所 住所 

1 
西水元地区センター 

入口右側 
西水元5-3 14 

堀切二丁目公園 

北側入口付近 
堀切 2-44 

2 
水元スポーツセンター公園 

南側交差点入口付近 
水元 1-23 15 道路補修課 駐車場入口付近 立石 4-34 

3 
東金町地区センター  

入口付近 
東金町5-33 16 

四つ木四丁目公園 

入口植栽内 
四つ木4-24 

4 
理科大前交差点  

駅寄り歩道部 
東金町1-6 17 渋江公園 南側入口付近 東立石 3-3 

5 

新宿防災コミュニティ 

センター 

駐輪場後ろ 

新宿 5-20 18 木下川中央公園 防災倉庫裏 東四つ木3-47

6 
柴又地区センター 

入口付近 
柴又 1-38 19 諏訪野公園 東側植栽内 高砂 1-7 

7 
高砂地区センター 

東側道路沿い 
高砂 3-1 20 奥戸二丁目公園 北側植栽内 奥戸 2-31 

8 細田公園 南側道路沿い 細田 4-23 21 
東立石緑地公園 

北側入口植栽内 
東立石4-5 

9 亀有公園 北側入口付近 亀有 5-36 22 
西新小岩五丁目公園 

川側入口付近 
西新小岩 5-2 

10 中道公園 北側入口付近 西亀有 1-3 23 新小岩公園 駅側入口付近 西新小岩 1-1 

11 
南綾瀬中央公園 

北側入口付近 
堀切 7-8 24 

新小岩北地区センター 

駐輪場付近 
東新小岩6-21

12 
お花茶屋図書館 

地区センター側階段下 
お花茶屋 2-1 25 小松南小学校 南側校門横 新小岩 2-25 

13 
青戸地区センター 

南側駐輪場付近 
青戸 5-20    
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第２章 都市施設対策 
 

第１節 ライフライン施設の安全化 

 

１ 電気施設 

建物に対する風圧力は建築基準法による。配電、通信の各設備に対する風圧加重は電気設備

に関する技術基準の各該当項目による。また、周囲の状況から浸水災害を想定する。 

（１） 変電施設 

高潮対策 A.P＋2.1mを想定し、「高潮洪水対策」の効果が失われないように配慮してい

る。屋外鉄構の強度は、風速 40m/s の風圧に耐え得るものにしている。 

（２） 送電設備 

架空線、鉄塔及び電線の強度は、風速 40m/sの風圧に耐え得るものにしている。 

（３） 配電設備 

支持物の基礎は、「電気設備の技術基準」に基づき適正な根入れ深さをとる。電柱及び電

線の強度は、風速 40m/s の風圧に耐え得るように設計している。 

（４） 通信設備 

無線のアンテナ支持物に対する強度は、電気設備に関する技術基準及び電力用無線通信

鉄塔、鉄柱設計基準によっている。 

通信設備及び予備電源装置は、水没しない箇所に設置することを原則としている。 

 

２ 通信施設 

高潮、津波、洪水による浸水を防ぐために、立地条件に応じて防水扉や防潮板を設置し、通

信機械室への浸水防止を図っている他、小規模な建物の場合は敷地そのものを高くする対策も

実施している。 

また、常に風雨にさらされている無線鉄塔をはじめ、ＮＴＴの建物全体が風速 60m/s の大型

台風にも耐えられる構造としている。 

 

３ ガス施設 

ガス施設は、ガス事業法等に基づき、緊急遮断弁、防消火設備、防液堤の設置、保安用電力

の確保等の整備を行い、二次災害の防止を図っている。  
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４ 水道施設 

都水道局は、風水害による上水道施設の災害防止のため、平素から各施設について監視、点

検を行っている。 

水道施設は、水道施設の技術的基準を定める省令（平成 12年厚生省令第 15号）の要件を備

えている。 

 

第２節 道路及び交通施設の安全化 

 

１ 道路施設 

１－１ 一般道路 

道路管理者は、管理する道路について、利用者の安全確保を図るため、道路、橋梁の強化及

び必要な防災施設の整備を行う。 

警視庁は、風水害による交通信号等の施設の被害を防止し、交通の安全を確保するため、施

設の整備、点検を行う。 

 

１－２ 首都高速道路 

首都高速道路（株）は、次の対策を実施する。 

（１） 供用中の高速道路及び付属施設 

排水ポンプ、電気設備、通信設備等の諸設備について、定期的に点検を行い、安全を確

保する。 

（２） 工事中の高速道路及び付属施設 

常に現場の整理を行い、災害に対する各種資材等の需給計画を策定し、安全を確保す

る。 
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２ 鉄道施設 

２－１ 東日本旅客鉄道（株）・日本貨物鉄道（株） 

東日本旅客鉄道（株）・日本貨物鉄道（株）は、線区における風水害の防止のため、危険な

箇所は常に把握し防災措置を講じている。 

また、風水害による事故防止のため、線路環境の実態把握に努め、重点的な防災強化工事を

実施している。 

 

２－２ 京成電鉄（株） 

京成電鉄（株）は、葛飾区内に風速計１箇所、雨量計１箇所を設置している。 

また、運転規則の実施で、集中豪雨・強風等に対しあらかじめ定められた箇所の雨量計、風

速計の運転規制基準により、直ちに列車の徐行又は停止の手配を取り、輸送の安全を図ってい

る。 

 

２－３ 北総鉄道（株） 

北総鉄道（株）は、次の対策を実施している。 

（１） 風害対策 

倒壊のおそれのある樹木は、定期的に伐採を行っている。 

（２） 水害対策 

線路冠水箇所の水位標を設置し、警戒している。また、河川等管理者に対して改修等の

要望をしている。 

 

第３節 危険物施設の安全化 

発火又は引火しやすい危険性を有している物質等を取り扱う危険物施設は、以下の対策を実

施する。 

（１） 水害ハザードマップを参照し、施設が浸水想定区域に入っているかどうかや、降雨

や高潮に伴う浸水深等を確認する。必要に応じて、ハザードマップを作製している区や河

川管理者に相談等する。また、ハザードマップが更新された場合には、施設に係る変更の

有無や内容を都度確認する。 



第２章 都市施設対策 

第３節 危険物施設の安全化 

366 

（２） 上記を踏まえ、当該施設において、長雨や台風の接近に伴い被害等の発生が想定さ

れる場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必要な措置を検討し、計画策定

を行う。 

（３） 温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電

設備等のバックアップ電源及び当該電源に必要な燃料等を確保する。また、これらの危険

物保安上必要な設備等についても、浸水等により必要な機能を損なうことのないよう措置

する。 

（４） 建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土

のう、止水板、水密性のあるシャッターやドア（建具型の浸水防止用設備）等を準備す

る。 

（５） 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着

材、土のう等の必要な資機材を準備する。 

（６） 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合に備え、関係行政機関への連絡

体制を確立するとともに、積極的に訓練等に参画する。 

（７） 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、

危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、「震災時等における危険物

の仮貯蔵・仮取扱い等の安全対策及び手続きについて」（平成 25年 10月３日付け消防災

第 364号・消防危第171号）のガイドラインを活用し、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作

成のうえ、消防機関と協議しておく。 
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第３章 防災行動力の向上 
 

第１節 水防訓練 

区は、風水害等の災害に際し、水防部隊の合理的運用と、適正かつ効果的な水防活動を行う

ため、消防署及び消防団と連携して水防訓練を実施する。 

 

第２節 知識の普及、啓発 

 

１ 水害ハザードマップの作成、公表 

区は、河川管理者等が作成した浸水想定区域図に基づき、浸水予想区域、浸水深、避難方

向、情報や心得等を分かりやすく示した水害ハザードマップを作成し、公表している。 

 

２ 洪水標識板の設置 

区は、普段から水害ハザードマップの浸水深を区民に周知するため、電柱及び中学校の校門

付近に、浸水深を表示した洪水標識板を設置する。 

 

３ 洪水緊急避難建物の指定とピクトグラムの掲示 

外水氾濫時に何らかの理由により遠方に避難する時間的余裕がない場合は、近隣の浸水しな

い高い建物へ緊急的かつ一時的に避難して生命を守る必要がある。そのため区では、区有施設

のうち、区内を流れるいずれの河川が氾濫しても浸水しないフロアがある建物を「洪水緊急避

難建物」として指定して、区民に対し周知をするためにピクトグラム（図記号）プレートを掲

示している。 
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４ 防災行動計画（マイ・タイムライン） 

区では、水害時に、適切な避難行動をとることができるよう、マイ・タイムライン（私の事

前防災行動計画）を水害ハザードマップに掲載して、啓発を強化している。 

 

  

 

５ 葛飾区水害避難ガイドの作成 

区は、区内の地域ごとの浸水リスクや避難所以外の場所へ分散して避難をする分散避難を周

知するために、葛飾区水害避難ガイドを作成している。 

 

 

 



 

369 

第
１
編 

総
則 

第
２
編 

震
災
編 

第
１
部 

第
２
部 

第
３
部 

第
３
編 

風
水
害
編 

第
１
部 

第
２
部 

第
４
編 

そ
の
他
災
害
編 

第
１
部 

第
２
部 

第
３
部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 災害応急・復旧対策計画 
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第１章 活動態勢 
 

第１節 区の態勢 

区長（本部長）は、区内に災害が発生するおそれがある場合においては、副区長及び各部長

等による災害対策準備本部を開催し、水防本部態勢・災害対策本部態勢のいずれを設置するか

を決定する。 

危機管理・防災担当部長と都市整備部長は、大雨や強風等により区内で軽微な被害が発生す

るおそれがあり、気象情報の収集等に努める必要がある場合には、協議の上、情報連絡態勢を

設置する。 

 

■配備態勢の種類と設置基準 

種類 基準及び内容 配備人員 

情報連絡態勢 

 

統括責任者 

都市整備部長 

１ ウェザーニューズでの水防体制指標が２となった場合 

２ 大雨警報が発表された場合 

３ 荒川・江戸川・中川・綾瀬川のうち、いずれかの河川の水

位が水防団待機水位に到達して、なお上昇のおそれがある

場合 

４ 区に被害をもたらすおそれのある台風が発生した場合 

 

※配備人員の主な対応 

・気象情報の収集（地域振興部・都市整備部） 

地 域 振 興

部・都市整

備部から概

ね７名 

災害対策 

準備本部 

１ 次の気象情報が発表されたとき 

（１）大雨警報 （２）洪水警報 （３）暴風警報  

（４）高潮警報 （５）特別警報 （６）顕著な大雨に関する

気象情報 

 

２ 水防警報又は洪水予報が発表されたとき 

３ 被害の発生が予想されたとき 

４ 態勢の切り替えが必要なとき 

５ その他の状況により区長が必要と認めたとき 

区長、副区

長、各部長 

水防本部態勢 

 

本部統括 

都市整備部長 

１ ウェザーニューズでの水防体制指標が３となった場合 

２ 大雨による内水氾濫の危険性が高まった場合 

３ 強風による倒木等の危険性が高まった場合 

４ 荒川・江戸川・中川・綾瀬川のうち、いずれかの河川の水

位が氾濫注意水位に到達して、避難判断水位にも到達する

おそれがある場合 

水防要員の

概ね 30％ 

約30名～約

110名、応援

職員等約 60

～100名 
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種類 基準及び内容 配備人員 

 

※配備人員の主な対応 

・気象情報の収集（地域振興部・都市整備部） 

・水防活動（都市整備部） 

・倒木・浸水等への被害対応（都市整備部・地域振興部） 

・地区センター等の一時滞在施設としての運営（地域振興部） 

災害対策 

本部態勢 

 

本部統括 

危機管理・ 

防災担当部長 

 大雨により、荒川・江戸川・中川・綾瀬川・利根川のいず

れかの河川が氾濫するおそれがある場合 

 

※配備人員の主な対応 

・避難所の運営 

・水防活動 

・災害対策本部の運営 

全職員 
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１ 台風による洪水を対象とした葛飾区版タイムライン 

気象・河川水位 時間 行動計画 

台風の発生 -120h 

（5日前） 

〇気象情報の収集 

〇情報連絡態勢の設置 

〇各施設管理者による施設・資機材の安全・稼動確認 

〇避難所指定職員の今後１週間の予定の確認 

〇開設を想定する避難所及び一時滞在施設の確認 

〇災害対策本部の移設の検討 

台風による日本へ

の影響の可能性 

-96h 

（4日前） 

〇避難所及び一時滞在施設の備蓄物資の確認 

〇避難所で不足している物資の補充 

〇土のうの補充 

台風による首都圏

への影響の可能性 

-72h 

（3日前） 

〇災害対策準備本部の開催（第１回） 

〇水防本部・災害対策本部が設置された場合の人員配置の

確認 

〇避難所指定職員以外の避難所に派遣する職員の確認 

〇都立高校・協定施設への避難者の受け入れ事前調整 

〇河川占用工作物の撤去等のための業者等への連絡 

〇福祉避難所及び一時滞在施設の開設日時の決定 

台風が首都圏に 

接近 

 

大雨・洪水注意報 

強風・波浪注意報 

-48h 

（2日前） 

〇気象庁・河川事務所に河川流域の予想雨量を確認 

〇災害対策準備本部の開催（第２回） 

〇幼稚園、区立小中学校、福祉施設の休校・休園の検討 

〇避難所の開設日時及び一時滞在施設の閉鎖日時の決定、

情報発信 

〇避難所の開設時期や運営協力等について、自治町会に事

前連絡 

〇自治町会・民生児童委員に要配慮者の避難支援協力依頼 

〇計画運休の時期確認、職員参集時期の最終確認 

→計画運休後に参集困難な職員の、参集時期の決定 

荒川の岩淵水門で 

水防団待機水位 

-30h 

（2日前） 

〇気象庁・河川事務所に河川流域の予想雨量を確認 

〇災害対策本部の設置 

〇避難所の開設及び一時滞在施設の閉鎖 

〇高齢者等避難の発令 

〇区内・区近隣に在住する職員の参集指示 
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※気象・河川水位と時間軸の設定は、荒川下流タイムラインを想定。 

※各時間帯において行動計画の実施について検討をして、見送った場合には、次の時間帯に

実施について検討をする。（その時間帯になったら、必ず行動計画の内容を実施しなければな

らないものではない） 

※荒川以外の河川の氾濫のおそれがある場合にも、-24Hまでの動きは同様とする。開設を

する避難所や避難情報の対象区域は、氾濫のおそれがある河川の浸水想定区域図に基づいて、

判断する。-11H以降の行動計画の実施時期は、河川水位や予想雨量等に基づいて判断する。 

 

２ 水防本部 

２－１ 本部の廃止 

区長（水防本部長）は、次の場合に水防本部を廃止するものとする。 

（１） 洪水、高潮又は豪雨による水害のおそれが解消し、水防活動が概ね終了したと認め

たとき。 

（２） 災害対策基本法第 42条の規定に基づく葛飾区災害対策本部が設置され、水防本部の

業務が統合されたとき。 

気象・河川水位 時間 行動計画 

大雨・洪水警報 -24h 

（1日前） 

〇気象庁・河川事務所に河川流域の予想雨量を確認 

→計画規模降雨を上回る予想雨量の場合には、以下の対応を

実施 

〇避難指示の発令 

〇避難所の追加開設 

荒川の岩淵水門で 

氾濫注意水位 

-11h 〇気象庁・河川事務所に河川流域の予想雨量を確認 

→河川氾濫の可能性があると判断した場合には、以下の対応

を実施 

〇浸水想定区域内の避難所の閉鎖 

〇浸水をしない地域への避難の呼びかけ 

荒川の岩淵水門で 

避難判断水位 

-3h 〇気象庁・河川事務所に河川流域の予想雨量を確認 

→河川氾濫の可能性があると判断した場合には、以下の対応

を実施 

〇洪水緊急避難建物等の近隣の高い建物へ垂直避難の呼び

かけ 

荒川の岩淵水門で 

氾濫危険水位 

-0h  
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２－２ 水防本部の組織  

水防対策本部の組織は、震災編第４章「広域的な視点からの応急対応力の強化」に準拠す

る。 

 

２－３ 本部の移設 

区は、浸水等により庁舎が機能しないことが想定される場合は、次の順位で本部を移設す

る。 

■本部の移設場所 

第一順位 奥戸総合スポーツセンター   第二順位 水元総合スポーツセンター 

 

上記の移設場所も浸水が想定される場合は、一時的に本部機能を区外に移すこととし、移設

場所の確保及び本部運営のための資機材等の確保を都に要請する。 

また、区役所の機能確保のため、最低限必要な資料や資機材を運搬する。 

 

３ 災害対策本部（初動） 

区長は、大雨により、荒川・江戸川・中川・綾瀬川・利根川のいずれかの河川が氾濫するお

それがある場合に、災害対策本部を設置する。 

災害対策本部は、災害対策条例及び災害対策本部に関する規則に基づき設置するが、発災前

等の初動体制については、以下により設置するものとする。 

危機管理・防災担当部長は、庁議室・５階執務室・７階会議室に災害対策本部長室を開設し

て、災害対策本部長室の全体統括を行う。災害対策本部長室には、以下のとおり各班を組織し

て、初動時の業務を遂行する。配置予定職員以外にも、参集職員を、班員として各班に配置す

るものとする。 

災害対策本部態勢時には、災害対策本部長室の他、庁内に水防本部・災害時要配慮者対策本

部・災害時医療対策本部・避難所運営対策本部・地域連携対策本部を設置して、初動活動を行

う。河川の氾濫等により浸水被害が発生し、本部長が必要と認めた場合、順次、災対各部単位

の態勢に移行する。 
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３－１ 統括班 

班長：危機管理課長 

副班長：地域防災課長、生活安全課長 

（１）計画担当 

リーダー 管理係長、災害対策係長 

班員：危機管理課 

業務概要 

・ 各種情報の分析、総合的な災害対策の企画立案等による意思決定等  

・ 各班の支援 

（２）受援・渉外担当 

リーダー：危機管理担当官、生活安全係長、地域安全係長 

班員：生活安全課 

業務概要 

・ 各種防災通信機器による外部関係機関との連絡調整（要請・情報収集等） 

（３）避難所統括担当 

リーダー：自助・共助係長、訓練係長 

業務概要 

・ 避難所運営の統括 

・ 防災活動拠点や避難場所の状況把握 

 

 

３－２ 情報管理班 

班長：政策経営部長 

副班長：デジタル推進担当部長 

（１） 情報連絡担当 

リーダー：政策企画課長、協働推進担当課長、経営改革担当課長 

班員：政策企画課（企画担当係指定）、総務課（法規担当係指定） 

業務概要 

● 区内部組織との連絡調整及び収集したすべての情報の集計、管理、提供を主な業務と

する 

・ 問い合わせ対応担当が作成した情報連絡票の、災害対策本部各班、災対各部への移送 

・ 災害対策本部各班、災対各部及び外部関係機関からの情報収集 
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・ 収集した各種情報について継続的な集計、管理及び各班等への情報提供 

（２） 問い合わせ対応担当 

リーダー：デジタル推進担当課長、選挙管理委員会事務局長、すぐやる課長 

班員：災害対策本部室指定職員寮の職員 

業務概要 

● 区内部組織及び外部関係機関との連絡調整及び収集したすべての情報の集計、管理、

提供を主な業務とする 

・ 災害対策本部各班等区内部組織及び外部関係機関からの情報収集 

・ 収集した各種情報について継続的な集計、管理及び各班等への情報提供 

・ 各種防災通信機器による外部関係機関との連絡調整（要請・情報収集等） 
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② 問い合わせ対応チーム 

サブリーダー：選挙管理委員会事務局長、すぐやる課長 

班員：災害対策本部室指定職員寮の職員 

業務概要 

● 一般電話及び総合庁舎窓口における区民等からの情報提供、問い合せに対する対応

を主業務とする 

・ 受付業務：電話や窓口で区民等からの情報提供等に対応し、情報連絡票を作成する 

・ 転送業務：代表電話への入電を受け、情報連絡室等へ転送する 

・ 分類業務：情報連絡票を点検し、緊急度、内容、対応依頼先等を分類確定する 

・ 伝達業務：内容点検、分類及び対応先等が確定した情報連絡票を災害対策本部各班

及び各対策本部連絡班へ移送する 

 

３－３ 広報班 

班長：区長室担当部長 

リーダー：広報課長 

サブリーダー：広報課広報係長、広報課シティセールス係長 

班員：広報課 

業務概要 

・ 区民等に対する避難情報等に関する広報活動の管理運営 

・ 広報活動に要する各種広報手段（かつしかＦＭを含む）の確保、維持 

・ 広報に関する区民等からの要望等への対応 

 

３－４ 本部運営支援班 

班長：監査事務局長 

リーダー：秘書課長 

サブリーダー：秘書課担当係長、監査事務局担当係長 

業務概要 

・ 災害対策本部において開催される会議開催の準備及び運営 

・ 災害対策本部における検討過程、決定内容等の記録 

 

３－５ 資源管理班 

班長：施設部長 
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（１） 資源維持管理担当 

リーダー：施設管理課長 

サブリーダー：学校施設計画担当課長 

班員：施設管理課施設調整係長、施設管理課学校施設計画担当係長 

業務概要 

・ 備蓄品に係る管理全般及び避難者数等に基づく必要物資の種別、数量の確定 

（２） 輸送担当 

リーダー：税務課長 

サブリーダー：収納対策課長 

班員：収納対策課収納対策係長、税務課税務係長 

業務概要 

・ 避難所等への配送ルートを含めた物資輸送方法の確立 

・ 各対策本部等からの要請に応じた物資輸送の管理 

 

３－６ 庶務班 

班長：総務部長 

副班長：総務課長 

（１） 職員支援担当 

リーダー：人事課長 

サブリーダー：人材育成課長、総務部副参事（法規担当） 

業務概要 

・ 職員の参集状況等の集約 

・ 各課における勤怠管理・健康管理の支援 

・ 職員用の飲料水、食糧、資器材等の確保及び配布 

・ 職員用の休憩場所の確保及び利用調整 

・ 他団体からの災害派遣職員の受入に係る調整 
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（２） 財務会計担当 

リーダー：財政課長 

サブリーダー：会計管理課長、契約管財課長 

班員：財政課財政担当係長、契約管財課契約係長、会計管理課会計管理係長 

業務概要 

・ 災害対策に要する財政上の管理調整 

・ 災害対策に係る各種契約の締結等の管理 

・ 災害対策に係る各種経費の支出等の管理 

 

３－７ 水防本部 

都市整備部・施設部施設維持課職員が従事して、水防活動業務にあたる。 

 

３－８ 災害時要配慮者対策本部 

福祉部職員が従事して、福祉避難所の運営や要配慮者の対策業務にあたる。 

 

３－９ 災害時医療対策本部 

健康部職員が従事して、医療対策業務にあたる。 

 

３－１０ 避難所運営対策本部 

教育委員会事務局職員が従事して、学校避難所の運営対策業務にあたる。 

 

３－１１ 地域連携対策本部 

地域振興部職員が従事して、一時滞在施設（地区センター等）の運営や自治町会との連絡調

整業務にあたる。 

 

３－１２ 区議会事務局 

各議員からの問い合わせを対応する。災害対策本部会議やプレスリリースに関する資料を、

全議員に情報提供する。 
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第２節 消防機関の態勢 

 

１ 消防機関の態勢 

１－１ 消防機関の態勢及び活動 

区においては、水防法にいう水防団は現在存在しないため、消防機関（本田、金町消防署及

び本田、金町消防団）がこれに代わって次の水防活動を分担している。（東京都水防計画第３

章） 

（１） 河川、堤防等を随時巡視し、水防上危険であると認められる箇所があるときは、直

ちに管理者に連絡して必要な措置を求めなければならない。 

（２） 水防上緊急の必要がある場合においては、消防機関に属する者は、警戒区域を設定

し、水防関係者以外の者に対して、その区域への立入を禁止し、若しくは制限し、又はそ

の区域から退去を命じることができる。 

（３） 消防機関の長は、水防上やむを得ない必要があるときは、その区域に居住する者、

又は水防の現場にある者をして水防に従事させることができる。 

（４） 水防時堤防その他の施設が決壊したときは、消防機関の長は、直ちにこれを関係者

に通知するとともに、できる限り氾濫による被害が拡大しないよう努めなければならな

い。 

（５） 消防機関の長は、水防管理者から出動の要請を受けたとき、又は自ら水防作業の必

要性を知ったときは、直ちに出動し、水防作業を行わなければならない。  

 

１－２ 水防態勢等 

消防署の水防非常配備態勢の発令及び解除は、次のとおりである。 
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区 分 発 令 基 準 配 備 人 員 

水防第一

非常配備

態 勢 

１ 台風の進路が東日本に予想される場合又は東京地方に

高潮注意報が発表された場合において被害の発生が予想

され、又は発生したとき。 

２ 東京湾内に大津波警報が発表されたとき。 

３ 気象状況その他の事象により、被害の発生が予想され、

又は発生したとき。 

当番の職員及び発

令時に勤務してい

る所要の職員 

水防第二

非常配備

態 勢 

１ 台風が関東地方に接近すると予想される場合又は高潮

警報若しくは暴風警報が発表された場合において、相当の

被害の発生が予想され、又は発生したとき。 

２ 気象状況その他の事象により、相当の被害の発生が予

想され、又は発生したとき。 

当番の職員並びに

当番以外の職員の

おおむね３分の１

及び所要の消防団

員（以下「団員」と

いう。） 

水防第三

非常配備

態 勢 

１ 台風が東京地方に接近した場合又は高潮警報若しくは

暴風警報が発表された場合において、大規模な被害の発

生が予想され、又は発生したとき。 

２ 東京消防庁管下区市町村のいずれかに大雨特別警報、

高潮特別警報又は暴風特別警報が発表されたとき。 

３ 気象状況その他の事象により、大規模な被害の発生が

予想され、又は発生したとき。 

当番の職員並びに

当番以外の職員の

おおむね半数及び

所要の団員 

水防第四

非常配備

態 勢 

１ 東京消防庁管下全域に大雨特別警報又は暴風特別警報

が発表されたとき。 

２ 気象状況その他の事象により、甚大な被害の発生が予

想され、又は発生したとき。 

全職員及び全団員 

 

 

第３節 救助・救急対策 

 

１ 救助・救急活動態勢 

１－１ 消防の態勢 

災害に対応した救助・救急資器材を活用して、組織的な人命救助･救急活動を行う。 

救助活動に建設資機材等が必要な場合は、関係事業者との協定等に基づく迅速な調整を図

り、効果的な活動を行う。 

救急活動に当たっては､消防団等との協力により浸水していない地域に現場救護所を設置し､

行政機関､医療関係機関等と連携し､救急資機（器）材を有効に活用して、傷病者の救護に当た

る。 
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１－２ 警察の態勢 

出水による死者や負傷者の救出・救護に重点をおいて救助活動を行う。 

負傷者は、直ちに応急措置を施し現場救護所や医療機関に引き継ぐ。 

漂流者を発見したときは、ヘリコプター、舟艇、ロープ、救命索等を有効に活用して迅速に

救助する｡ 

※対策の詳細は、震災編に準拠する。 

 

２ 孤立者の救助 

２－１ 孤立者の救助 

区は、浸水地域の建物に住民が孤立している場合は、消防署、警察署、都、自衛隊等にボー

トやヘリコプターよる救助を要請する。 

また、区は、消防署を通じて、ボートを活用した救助活動を行うよう、消防団に要請する。 

 

２－２ 食料・物資等の支援 

救助を待つ孤立者への食料、物資等の支援は、ヘリコプター、ボートを活用して行う。 

なお、原則として、ボート、ヘリコプターは、人命救助を最優先とする。 

 

第４節 相互協力・派遣要請 

※対策の詳細は、震災編に準拠する。 
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第２章 情報通信の確保 

※対策の詳細は、震災編に準拠する。 
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第３章 水防活動 
 

第１節 基本方針 

区は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）及び水防法（昭和 24年法律第 193号。以

下「法」という。）に基づき計画を立案し、十分な水害防止対策を施す責務を有している。 

区内の河川堤防は、国土交通省等により治水工事対策の工事が進められているものの依然と

して水防上注意を要する箇所が残されており、安全性が十分確保されているとは言えない。 

また、近年は、雨水の地下浸透率低下や地下構造物等の建設が進み、短時間の集中豪雨によ

って雨水が局所的に溢れ出すという都市型水害の発生も顕著である。 

そのため、これらの居住環境等の変化にも的確に対処し、洪水や内水氾濫及び高潮による被

害から区民を守る効果的な水防活動を実施するために、次のとおり要領を定める。 

 

第２節 水防活動 

 

１ 区の責務 

水防管理団体（区）は、法第３条の規定に基づき、その区域内の水防を十分に果たすものと

する。 

 

２ 水防区域等 

区の水防区域は区の行政区域全域である。 

なお、区内各河川の水防上注意を要する箇所を定める。 
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３ 水防組織 

都と区における水防組織は、次のとおりである。 
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京
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総
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（
総
務
局
長
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局 

（
建
設
局
長
） 

気
象
庁
大
気
海
洋
部 

国
土
交
通
省 

関
東
地
方
整
備
局 

第
七
方
面
本
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第
七
消
防
方
面
本
部 

第
五
建
設
事
務
所 

江
東
治
水
事
務
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亀
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金
町
消
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金
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消
防
団 

本
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団 

葛
飾
区 

水
防
本
部 

河
川
巡
視
警
戒 

水
位
通
報 

水
防
活
動 

（水防計画の審議） （派遣要請） 

(

情
報
連
絡) 

(

情
報
連
絡) 

(

情
報
連
絡) 

他
区
長 

（情報連絡） 

(
水
防
本
部) 

（援助要請） 
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４ 水防機関の活動 

４－１ 区の態勢及び活動 

区長は、気象状況等により洪水、又は高潮のおそれがあるときは、直ちに事態に即応した配

備態勢をとるとともに、概ね次の水防活動を行うものとする。 

 

４－２ 河川等の巡視 

（１） 河川、堤防等の巡視を行い、水防上危険であると認められる箇所があるときは、そ

の管理者に連絡して必要な措置を求めること（法９条）。 

（２） 気象状況及び水位、潮位に応じて河川等の監視警戒を行い、異常を発見したときは

直ちに関係機関に連絡するとともに、事態に即した措置を講じること。 

（３） 水防作業に必要な技術上の指導を行う。 

（４） 水防作業に必要な資器材の調達を行う。 

 

４－３ 消防機関の出動 

区長は、次の場合直ちに消防機関に対して出動の準備及び出動することを要請する。 

この場合は直ちに東京都建設局（東京都水防本部）に報告するものとする（法第 17条）。 

（１） 準備 

① 水防警報により、待機又は準備の通知があったとき。 

② 河川の水位及び潮位が、水防団待機水位に達し、なお上昇のおそれがあり出動の必要が

予想されたとき。 

（２） 出動 

① 水防警報により、出動又は指示の通知があったとき。 

② 水位又は潮位が氾濫注意水位に達し、氾濫のおそれがあるとき。 

③ その他、区長が水防上必要と認めたとき。 

 

４－４ 居住者等の水防義務 

区長は、水防のためやむを得ない必要があるときは、その区域内に居住する者、又は水防の

現場にある者をして、水防に従事させることができる（法第 24 条）。 
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４－５ 決壊の通知 

区長は、堤防その他の施設が決壊又はこれに準ずる事態が発生したときは、直ちに関係機関

に通報しなければならない（法第25条）。 

 

４－６ 決壊後の処置 

区長は、堤防その他の施設が決壊したときは、できる限り氾濫による被害が拡大しないよう

に努めなければならない（法第 26条）。 

 

４－７ 立退の指示 

洪水又は高潮による著しい危険が切迫しているときは、区長は必要と認める区域の居住者に

対し、立退き、又はその準備を指示する。 

この場合、遅滞なく地元警察署長に、その旨を通知しなければならない（法第 29条）。 

 

４－８ 警察官の援助の請求 

区長は、水防のため必要があると認めるとき、現場の秩序あるいは保全維持のため警察署長

に対して、警察官の出動を求めることができる（法第 22 条）。 

 

４－９ 応援 

（１） 水防のため緊急の必要があるとき、区長は消防署長又は、他の水防管理者又は区市

町村に対し、応援を求めることができる。応援のため派遣された者は、応援を求められた

区長の管轄の下に行動する（法第23条第２項）。 

（２） 区長は、水防のため緊急の必要があるときは、知事に対して自衛隊の派遣を要請す

ることができる。 

 

４－１０ 河川管理者の水防活動への協力 

河川管理者は、自らの業務等に照らし可能な範囲で、水防管理団体が行う水防のための活動

に次の協力を行う。 

（１） 河川に関する情報の提供 

（２） 水防訓練等への参加 

（３） 資器材の提供及び人材の派遣 
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５ 水門・樋門・圦等の操作 

区長は気象状況により水位の変動を監視し、遅滞なく門扉等の開閉ができるよう、自ら管理

する樋門等はもちろん、関係する他の水門、樋門等の管理者とあらかじめ協議し、出水期前に

点検を行うなどの措置をとるものとする。 

（１） 葛飾区の水防活動と関わりのある水門 

河川管理者等が設置した、区の水防活動と関わりのある水門は、次のとおりである。 

■区と関わりのある主な水門 

施設名 河川名 所 在 地 管 理 者（操作担当所） 電 話 

江戸川水こう門 江戸川 

江戸川区 

東篠崎町 

250 

国土交通大臣 

（江戸川河川事務所） 

江戸川河口出張所 

(3679)1460 

新大場川水門 中川 
葛飾区 

西水元4-7 

国土交通大臣 

（江戸川河川事務所）三郷出張所 

048 

(952)7015 

綾瀬水門 荒川 
葛飾区堀切 

4丁目地先 

国土交通大臣 

（荒川下流河川事務所） 
(3903)6821 

堀切菖蒲水門 綾瀬川 
葛飾区堀切 

1丁目地先 

国土交通大臣 

（荒川下流河川事務所） 
(3903)6821 

上平井水門 中川 

葛飾区 

西新小岩 

3丁目地内 

東京都知事（江東治水事務所） (5620)2490 

中川水門 中川 

葛飾区 

西新小岩 

3丁目地先 

国土交通大臣 

（荒川下流河川事務所） 
(3903)6821 

今井水門 新中川 

江戸川区 

江戸川 

4丁目地内 

東京都知事（江東治水事務所） (5620)2490 

本表のほか、葛飾区管内の樋門、圦が総数二か所ある（逃樋門、笠木圦）。 

 

（２） 葛飾区の水防活動と関わりのある排水機場 

河川管理者が設置した、区の水防活動と関わりのある主な排水機場は次のとおりであ

る。 

■主な排水機場 

施設名 河川名 所在地 管 理 者（操作担当所） 電 話 

綾瀬排水機場 綾瀬川 
葛飾区 

小菅 1丁目 1番 

国土交通大臣 

（荒川下流河川事務所） 
(3903)6821 
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６ 水防資器材 

（１） 区はその管内における水防作業が十分に行えるように資器材及び設備の整備並びに

輸送の確保に努めるものとする。区に関係ある水防倉庫及び備蓄資器材等の配置は資料編

のとおりである。 

（２） 土取場は、資料編のとおりである。 

 

７ 輸送 

区は、その管内における水防作業に直ちに対応できるように車輌等の確保、輸送経路等に十

分な措置を講じておくものとする。 

 

８ 通信連絡 

区は、災害時における相互の連絡、指示、通報又は伝達の通信連絡が迅速、かつ円滑に行わ

れるように通信連絡施設の整備強化に努めるものとし、通信施設を効果的に使用して緊急を要

する情報連絡に万全を期するものとする。 

 

９ 観測通報 

区は観測情報の収集にあたって東京都建設局（水防本部）と連絡を取るとともに、区内の雨

量、水位等の正確な情報を河川情報センター等から迅速に入手し、常に的確な情報の把握に努

めるものとする。また、区で設置した河川監視カメラ（区内７箇所）により、区内の河川及び

付近の状況について情報収集を行う。 

 

９－１ 雨量の情報 

区は、次の場合に東京都建設局（水防本部）に速報し、また、東京都建設局（水防本部）か

ら要請があった場合は観測結果を報告するものとする。 

（１） １時間の雨量が50mm を超えたとき 

（２） ３時間の雨量が90mm を超えたとき、以後２時間ごとの雨量 

（３） １日の雨量が 200mm を超えたとき、以後２時間ごとの雨量 

 

９－２ 水位の通報 

各観測所における情報は、（一財）河川情報センターから入手するものとする。 
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９－３ 水門閉鎖に関する情報 

水門等の操作に伴う情報は、東京都水防本部（河川部防災課）で集約されて、区に通知され

る。 

 

■基準水位観測所 

河川名 
水位 
標名 

所在地 

水防団 

待機水

位(指定

水位) 

氾濫注

意水位 

(警戒水

位) 

避難 

判断 

水位 

氾濫 

危険 

水位 

（洪水特別

警戒水位） 

計画 
高水位 

水位標 
零点高 

担当 
河川 
事務
所 

江戸川 西関宿 
埼玉県 
幸手市 
西関宿 

4.50m 6.10m 8.10m 8.90m 9.12m 
Y.P 

+8.50m 
江戸
川 

江戸川 野田 
千葉県 
野田市 
中野台 

4.60m 6.30m 8.50m 9.10m 9.34m 
Y.P 

+3.50m 
江戸
川 

江戸川 松戸 
千葉県 
松戸市 
松戸 

4.00m 5.70m － － 8.13m 
Y.P 
0.00m 

江戸
川 

中川 吉川 
埼玉県 
吉川市 
平沼 

3.30m 3.60m 3.70m 4.10m 4.75m 
A.P 
0.00m 

江戸
川 

中川 高砂 
葛飾区 
青戸 

2.50m 2.70m － － 3.41m 
A.P 
0.00m 

江戸
川 

綾瀬川 谷古宇 
埼玉県 
草加市 
松江 

2.80m 3.00m 3.10m 3.50m 4.10m 
A.P 
0.00m 

江戸
川 

荒川 熊谷 
埼玉県 
熊谷市 
榎町 

3.00m 3.50m 5.00m 5.50m 7.51m 
A.P 

+26.457m 
荒川 
上流 

荒川 治水橋 

埼玉県 
さいたま

市 
西区 

飯田新田 

7.00m 7.50m 12.80m 13.30m 14.60m 
A.P 

-0.229m 
荒川 
上流 

荒川 
岩淵 
水門 
（上） 

北区志
茂 

3.00m 4.10m 6.50m 7.70m 8.57m 
A.P 
0.00m 

荒川 
下流 

 

■潮位の観測場所 

河川名 潮位標名 所 在 地 警戒潮位 計画高潮位 担 当 所 

中 川 
新川 

排水機場 

江戸川区北葛西 

1-16-22 

A.P 

+2.15m 

A.P 

+5.10m 

東京都江東治水事務所 

（江戸川区管理） 
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９－４ 河川監視カメラの設置 

 

 区では、令和４年に区内７箇所に河川監視カメラを設置した。 

 河川監視カメラの画像は、区公式ホームページにより確認することができる。 

 

 

 

■設置場所一覧 

1 堀切避難橋付近（避難橋西詰） 

2 東四つ木避難橋付近（避難橋西詰） 

3 中川・新中川分岐地点付近（中川通水記念公園西側歩道上） 

4 奥戸総合スポーツセンター船着場付近 

5 東立石緑地公園船着場付近 

6 大場川付近（西水元六丁目川沿いの社会福祉法人所有の建物の屋上に設置） 

7 水元小合溜付近（小合溜内溜南端） 
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１０ 気象情報 

（１） 気象庁が発表する防災気象情報は、次のとおりである。 

 

種 類 区域 発 表 基 準 

注
意
報 

大
雨
注
意
報 

大雨によって災害が起こるおそれがあると予想されたとき。 

具体的には、次の条件に該当する場合。 

表面雨量指数基準：17（葛飾区） 

土壌雨量指数基準：165（葛飾区） 

令和５年６月９日時点 

洪
水
注
意
報 

洪水によって災害が起こるおそれがあると予想されるとき。 

具体的には、次の条件に該当する場合。 

流域雨量指数基準：中川流域 31、綾瀬川流域20.1、大場川流域 9.7 

複合基準【（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値】：中川流

域=（8、20.9）、綾瀬川流域=（13、15.9）、江戸川流域=（13、14.2） 

令和６年５月 23日時点 

高
潮
注
意
報 

台風による海面の異常上昇の有無及び程度について一般の注意を喚起する必要

があるとき。 

具体的には、次の条件に該当する場合。 

東京 

地方 

潮位が、葛飾区（23区東部）では、東京湾平均海面(T.P)＋2.0m(A.P＋

3.1m)以上と予想した場合 

強
風
注
意
報 

強風によって災害が起こるおそれがあると予想されたとき。 

平均風速 13m/s 

警
報 

大
雨
警
報 

大雨等によって重大な災害が起こるおそれがあると予想されるとき。 

具体的には、次の条件に該当する場合。 

表面雨量指数基準：30 

洪
水
警
報 

洪水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想されるとき。 

具体的には、次の条件に該当する場合。 

流域雨量指数基準：中川流域 38.8、綾瀬川流域 25.2、大場川流域 12.2 

令和６年５月 23日時点 

高
潮
警
報 

台風等による海面の異常上昇によって重大な災害が起こるおそれがあると予想

されるとき。 

具体的には、次の条件に該当する場合。 

東京 

地方 

潮位が、葛飾区（23区東部）では、東京湾平均海面(T.P)＋4.0m(A.P＋

5.1m)以上と予想した場合 

暴風

警報 

暴風によって重大な災害が起こるおそれがあると予想されるとき。 

平均風速 25m/s 

特

別

警

報 

大雨 台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合 

暴風 

高潮 

波浪 

数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風・高潮・高波になる

と予想される場合 

記録的短時間大雨

情報 

数年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨を、観測したり、解

析したりしたときに、府県気象情報の一種として発表する。 

1時間雨量：100㎜ 
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注１）気象庁が発表する高潮注意報及び警報の基準潮位は、東京湾平均海面（T.P）、荒川工事

基準面（A.P）を併用する。なお、東京湾平均海面の 0.0ｍは、荒川工事基準面の 1.13ｍで

あるが、実質上 1.1ｍとして取り扱う。 

注２）大雨警報発表中に、気象庁のキキクル（危険度分布）の「危険」（紫）が出現している

場合に発表されているときに、記録的な１時間雨量を観測又は解析したときは、記録的短時

間大雨情報として速報する。その発表基準雨量は、東京地方は 100mmである。 

注３）土壌雨量指数は、降雨による土砂災害発生の危険性を示す指標で、土壌中に貯まって

いる雨水の量を示す指数。解析雨量、降水短時間予報をもとに、１km四方の領域ごとに算

出する。雨が降り止んだ後でも、土壌雨量指数の高い状況が継続した時は、大雨警報等の

発表が継続される場合がある。 

注４）流域雨量指数は、雨量による洪水災害発生の危険性を示す指標で、対象となる地域・

時刻に存在する流域の雨水の量を示す指数。解析雨量、降雨短期間予報をもとに、１km四

方の領域ごとに算出する。雨が降り止んだ後でも、流域雨量指数が上昇したり、高い状況

が継続した場合は、洪水警報等を発表したり、洪水警報等の発表が継続したりする場合が

ある。 

 

（２）気象情報伝達系統図 

気象情報の伝達は、次の系統による。 

 

気象庁 

東京都総務局 

東京都建設局 

（水防本部） 

東京都 

第五建設事務所 

 

葛飾区役所 

（避、水） 

（財）河川情報

センター 
基本形 

補助系 

※１ 避：避難指示等発令担当部署 水：水防担当部署 

※２ 区は情報伝達を受けた場合には、受令確認を行う。 
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１１ 竜巻注意情報 

竜巻注意情報は、積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して

注意を呼びかける情報で、雷注意報を補足する情報として、気象台等が発表する。 

区は、日頃から、竜巻に関する避難方法などをホームページ等を活用し周知していくととも

に、竜巻注意情報が発表されたときは、災害時の危機管理体制を確認し、雷雲等の空の状況へ

の注意や頑丈な建物への退避等、竜巻災害への注意喚起の情報伝達方法を検討する。 

なお、竜巻等の突風は発現場所が狭い範囲に限られるが、竜巻注意情報は比較的広い範囲を

対象に発表されるため、必ずしも竜巻等の突風に遭遇するとは限らない。 

 

１２ 河川の洪水予報 

１２－１ 洪水予報の発表 

国土交通省関東地方整備局と気象庁大気海洋部とが共同で行う河川の洪水予報は、次のとお

りである。（法第 10 条第２項、気象業務法第14条の２第２項） 

予報の種類 河川名と予報地点 発表基準 

氾濫注意情報 

利根川の基準地点は、八斗島、

栗橋 

 

江戸川の基準地点は、西関宿、

野田 

 

中川の基準地点は、吉川 

 

綾瀬川の基準地点は、谷古宇 

 

荒川の基準地点は、熊谷、治水

橋、岩淵水門（上） 

基準地点のいずれかの水位が、氾濫注意

水位に到達し、さらに水位上昇が見込ま

れるとき 

氾濫警戒情報 

基準地点のいずれかの水位が、６時間以

内に氾濫危険水位に到達すると見込まれ

るとき、あるいは避難判断水位に到達し、

さらに水位の上昇が見込まれるとき 

氾濫危険情報 
基準地点のいずれかの水位が、氾濫危険

水位に到達したとき 

氾濫発生情報 
洪水予報を行う区域において、氾濫が発

生したとき 

氾濫注意情報 

解除 

基準地点の水位が、氾濫注意水位を下回

り、氾濫のおそれがなくなったとき 
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（１） 利根川上流部洪水予報 

 
 

（２） 江戸川、中川、綾瀬川、荒川洪水予報 

 

 

１２－２ 予報等の切替え 

注意報及び警報は、その種類にかかわらず、これらの新たな注意報・警報が行われたときに

切り替えられ、解除するときまで継続される。 

  

気 象 庁 

06-6758-3900  

関東地方整備局 

048-600-1419 

葛飾区 

 

（避）3695-1195 

（水）3695-1197 

 

凡 例 

基本系 

補助系 

※１ 避：避難指示等発令担当部署 水：水防担当部署  

※２ 区は情報伝達を受けた場合には、受令確認を行う。 

※３ 建設事務所は総合防災部からの伝達が途絶した場合、管内の区市町村に情報伝達をする。 

東京都総務局総合防災部 

5388-2456（昼） 

5388-2459（夜） 

利根川上流河川事務所 

0480-52-9839 

気 象 庁 

06-6758-3900 

関東地方整備局 

048-600-1419 

葛飾区 

（避）3695-1195 

 

（水）3695-1197 

東京都総務局総合防災部 

5388-2456（昼） 

5388-2459（夜） 

江戸川洪水予報 

中川、綾瀬川 

洪水予報 

荒川洪水予報 

凡 例 

基本系 

補助系 

※１ 避：避難指示等発令担当部署 水：水防担当部署  

※２ 区は情報伝達を受けた場合には、受令確認を行う。 

※３ 建設事務所は総合防災部からの伝達が途絶した場合、管内の区市町村に情報伝達をする。 

江戸川河川事務所 

04-7125-7332 

 

荒川下流河川事務所 

3903-6821～3 
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１２－３ 洪水予報 実施区域図 
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１２－４ 利根川水系洪水予報実施区域及び基準地点 

河川名 洪水予報実施区域 
基準 
地点 

氾濫 
注意 
水位 
（m） 

避難 
判断 
水位 
（m） 

氾濫 
危険 
水位 
（m） 

河川 
位置 

利 

根 

川 

水 

系 

利根川 
上流部 

左岸 群馬県伊勢崎市紫町字小泉
1555番地先から茨城県猿
島郡境町字北野1920番地
先まで 

右岸 群馬県佐波郡玉村町大字小
泉字飯玉前70番6地先から
江戸川分派点まで 

八斗島 1.90 3.10 4.10 
河口 
から 

181.5㎞ 

栗 橋 5.00 7.60 9.20 
河口 
から 

130.5㎞ 

江戸川 利根川からの分派点から海まで 

西関宿 6.10 8.10 8.90 
河口 
から 
58.0㎞ 

野 田 6.30 8.50 9.10 
河口 
から 
39.0㎞ 

中川 

左岸 埼玉県北葛飾郡松伏町大字
下赤岩字内膳堀内下1647-
1地先から東京都葛飾区高
砂2丁目55-3地先まで 

右岸 埼玉県北葛飾郡松伏町大字
下赤岩字大落向937-1地先
から東京都葛飾区青戸2丁
目623-1地先まで 

吉川 3.60 3.70 4.10 
河口か
ら 

30.5km 

綾瀬川 
(谷古宇
区間) 

左岸 埼玉県越谷市大字蒲生字西
浦3793-3地先から東京都
足立区神明1丁目30-1地
先まで 

右岸 埼玉県草加市金明町字中取
出し1362の７地先から東
京都足立区南花畑3丁目
23-1地先まで 

谷古宇 3.00 3.10 3.50 

中川 
合流点 
から 
14.0km 

 

１２－５ 荒川水系洪水予報実施区域及び基準地点 

河川名 洪水予報実施区域 
基準 
地点 

氾濫 
注意 
水位 
（m） 

避難 
判断 
水位 
（m） 

氾濫 
危険 
水位 
（m） 

河川 
位置 

荒
川 
水
系 

荒
川 

左岸 埼玉県深谷市荒川字下川原5番
の2地先から海まで（旧川を除
く） 

右岸 埼玉県大里郡寄居町大字赤浜字
後古沢218番の18地先から海ま
で（旧川を除く） 

熊 谷 3.50 5.00 5.50 
河口 
から 
76.4㎞ 

治水橋 7.50 12.80 13.30 
河口 
から 

41.60㎞ 
岩淵 
水門 
(上) 

4.10 6.50 7.70 
河口 
から 

21.00㎞ 
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１２－６ 芝川・新芝川予報実施区域及び基準地点 

河川名 区間 
基準 
地点 

水防
団 
待機 
水位 

氾濫注意 
水位 

（警戒水
位） 

避難 
判断 
水位 

氾濫危険 
水位 

（特別警戒水
位） 

荒
川
水
系 

芝川 
・ 
新芝
川 

左岸 さいたま市緑区大間
木先八丁橋下流から
新芝川を経て荒川を
経て荒川合流点まで 

右岸 同上 

青木水門 
（川口市辻） 

3.15m 3.75m 3.88m 4.63m 

 

１２－７ 氾濫開始相当水位の設定について 

 令和３年５月２０日より施行された「災害対策基本法等の一部を改正する法律」を受けて、各自

治体で氾濫が始まる可能性が高いと考えられる水位を基準水位観測所の水位に換算した値として、

氾濫開始相当水位が設定された。 

 越水・溢水等を確認できておらずとも、氾濫開始相当水位に到達した時点で、警戒レベル５緊急

安全確保の発令相当となる。 

 

河川名 基準水位観測所 
氾濫開始相当水位 

（氾濫する可能性のある水位） 
越水・溢水の可能性がある箇所 

荒川 岩淵水門（上） 9.90ｍ 堀切（左岸10.657k） 

江戸川 野田 13.67ｍ 東金町（右岸18.0k） 

中川 吉川 
9.05m 新宿（左岸13.5k） 

10.81m 青戸（右岸13.5K） 
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１３ 河川の水防警報と発令に伴う措置 

（１） 水防管理は、水防活動の基本であり、区はその情報の目的、性質を十分に理解する

とともに伝達の系統及び方法等について精通し、その情報を有効に利用して効果的な水防

活動に努めるものとする。 

（２） 水防警報に伴う河川の巡視 

国土交通省関東地方整備局（河川事務所）から水防警報の「出動」が発令されたとき

は、当該警報の発令された水防警報区内の河川を概ね１時間ごとに巡視し、その結果を

所定の様式により河川管理者の指示する場所に報告するものとする。 

■水防警報の種類・内容及び発表基準 

種類 内    容 発表基準 

待機 

１ 出水あるいは水位の再上昇が予想される場合

に、状況に応じて直ちに水防機関が出動できるよ

うに待機する必要がある旨を警告するもの。 

２ 水防機関の出動期間が長引くような場合に、出

動人員を減らしても差し支えないが、水防活動を

やめることはできない旨を警告するもの。 

気象予報、警報などと河川状況

により、特に必要と判断された

とき。 

準備 

水防に関する情報連絡、水防資器材の整備、水閘門

機能等の点検、通信及び輸送の確保等に努めるとと

もに、水防機関に出動の準備をさせる必要がある旨

を警告するもの。 

雨量、水位、流量などの河川状

況で必要と判断されたとき。水

防団待機水位（指定水位）に達

し、氾濫注意水位（警戒水位）

を越えるおそれがあるとき。 

出動 水防機関が出動する必要がある旨を警告するもの。 

氾濫注意水位（警戒水位）を越

えるおそれがあるとき。水位、

流量などの河川状況で必要と判

断されたとき。 

指示 

水位、滞水時間その他水防活動上必要な状況を明示

するとともに、越水・漏水・堤防斜面の崩れ・亀裂

その他河川状況により警戒を必要とする事項を指

摘して警告するもの。 

氾濫警戒情報が発表されたり、

すでに氾濫注意水位（警戒水位）

を越えたりし、災害の起こるお

それがあるとき。 

解除 

水防活動を必要とする出水状況が解消した旨及び

当該基準水位観測所による一連の水防警報を解除

する旨を通告するもの。 

氾濫注意水位（警戒水位）以下

に下がったとき。氾濫注意水位

（警戒水位）以上であっても、

水防活動を必要とする河川状況

でないと判断されたとき。 

情報 
雨量・水位の状況、水位予測、河川・流域の状況等

水防活動上必要なもの。 
状況により必要と認めるとき。 

地震による堤防の漏水、沈下等の場合又は津波の場合は、上記に準じて水防警報を発表す

る。 
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１３－１ 河川ごとの水防警報区、水防警報の実施機関 

（１） 国土交通大臣が水防活動を行う河川、水防警報区域及び基準水位観測所 

河川名 水防警報区域 
基準水位観測所 氾濫 

危険 
水位 名 称 

水防団 
待機水位 

氾濫 
注意水位 

避難判 
断水位 

江戸川 
右岸 葛飾区東金町８丁目

4927番の1地先から海
まで 

松 戸 
Y.P 

+4.00m 
Y.P 

+5.70m 
－ － 

中川 

左岸 大場川合流点から葛
飾区高砂２丁目55の3
地先まで 

右岸 垳川合流点から葛飾
区青戸町２丁目623番
の1地先まで 

高 砂 
A.P 

+2.50m 
A.P 

+2.70m 
－ － 

綾瀬川 

左岸 埼玉県越谷市大字蒲
生字西浦3793番の3地
先から足立区神明町
１丁目30番の1地先ま
で 

右岸 埼玉県草加市金明町
字中取出し1362番の7
地先から足立区南花
畑３丁目23番の1地先
まで 

谷古宇 
A.P 

+2.80m 
A.P 

+3.00m 
A.P 

+3.10m 
A.P 

+3.50m 

荒川 

左岸 埼玉県戸田市早瀬１
丁目4329番地先から
河口まで 

右岸 板橋区三園２丁目80
番5地先から河口まで 

岩淵 
水門
（上） 

A.P 
+3.00m 

A.P 
+4.10m 

A.P 
+6.50m 

A.P 
+7.70m 

南砂町 
※ 
A.P 

+2.00m 

※ 
A.P 

+3.00m 
－ － 

※気象庁が葛飾区の荒川下流沿川地域で高潮警報を発表したとき。 

 

（２） 東京都知事が水防警報を行う河川、水防警報区域 

葛飾区該当箇所なし 
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１３－２ 水防警報の伝達系統 

水防警報の伝達は、次の系統図による。 

（１） 荒川水防警報 

 

 

（２） 江戸川、中川、綾瀬川水防警報 

 

 

  

東京都建設局河川部 

5320-5435 

葛飾区 

（避）3695-1195 

（水）3695-1197 

荒川下流河川事務所 

3903-6821～3 

東京都第五建設事務所 

3692-4709 

凡 例 
基本系 
補助系 

※１ 避：避難指示等発令担当部署 水：水防担当部署  

※２ 区は情報伝達を受けた場合には、受令確認を行う。 

※３ 総務局総合防災部は河川部からの伝達が途絶した場合、管内の区市町村に情報伝達する。 

東京都建設局河川部 

5320-5435 

江戸川河川事務所 

04-7125-7332 

葛飾区 

（避）3695-1195 

（水）3695-1197 

東京都第五建設事務所 

3692-4709 

東京都第六建設事務所 

3882-1408 

（中川・綾瀬川のみ） 

※１ 避：避難指示等発令担当部署 水：水防担当部署  

※２ 区は情報伝達を受けた場合には、受令確認を行う。 

※３ 総務局総合防災部は河川部からの伝達が途絶した場合、各区市町村に伝達する。 

凡 例 

基本系 

補助系 
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１３－３ 関係者への警報 

水防警報の発令の有無にかかわらず、堤防その他の施設が決壊した時は、区は、直ちにこれ

を関係者に通報しなければならない。堤防の決壊通報の伝達は、次の系統図による。 

■決壊通報の伝達系統 

 
 

１４ 費用負担 

葛飾区及び東京都は水防に要する費用について、次のように負担するものとする。 

（１） 葛飾区の水防に要する費用の負担 

区は、その管理区域の水防に要する費用を負担するものとする。 

ただし、応援のために要した費用は当該応援を求めた水防管理団体が負担するものと

し、その額及び方法は、当該応援を求めた水防管理団体と、応援を求められた水防管理団

体が協議して定める（法第 41条、第 42条第１、第２項）。 

また、区域外の区市町村が当該水防により著しく利益を受ける場合には当該水防に要す

る費用の一部を受益区市町村が負担する。この負担費用の額及び負担方法は両者が協議し

て定めるものとし、協議が成立しないときは知事に斡旋を申請することができる（法第 42

条第３項）。 

（２） 東京都の水防に要する費用の負担 

都又は都知事の行う事業に要する費用は、都の負担とする（法第 43条）。 

  

江戸川河川事務所 

江戸川河口出張所 

TEL 03(3679)1460 

FAX 03(3679)1648 

江戸川河川事務所 

中川下流出張所 

TEL 03(3694)2757 

FAX 03(3693)3932 

東京都建設局 

第五建設事務所 

TEL 03(3692)4709 

FAX 03(3692)4582 

荒川下流河川事務所 

小名木川出張所 

TEL 03(3681)6131 

FAX 03(3683)7453 

葛
飾
区 

国
土
交
通
省 

江
戸
川
河
川
事
務
所 

東 京 都 

建 設 局 

（東京都 

水防本部） 

国土交通省 

荒 川 下 流 

河川事務所 

（江戸川の巡視報告・決壊通報） 

（中川の巡視報告・決壊通報） 

（綾瀬川・中川・新中川・大場川の 

巡視報告・決壊通報） 

（荒川の巡視報告・決壊通報） 
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１５ 公用費用 

１５－１ 公用負担権限 

水防のため緊急の必要があるときは、区長又は消防機関の長は、次の権限を行使することが

できる（法第 28条第 1項）。 

（１） 必要な土地の一時使用 

（２） 土石、竹木、その他の資材の使用 

（３） 土石、竹木、その他の資材の収用 

（４） 車両、その他の運搬具又は器具の使用 

（５） 工作物その他の障害物の処分 

 

１５－２ 公用負担権限証明 

公用負担の権限を行使する場合、区長又は消防機関の長にあっては、その身分を示す証明書

を、その他これらの者の委任を受けた者にあっては、次のような証明書を携行し、必要ある場

合はこれを提示すること。 

 

公用負担権限委任証明書 

第  号                  身分 氏名 

 

上の者に○○区域における水防法第28条第１項の権限公使を 

委任したことを証明する。 

 

令和  年  月  日 

 

葛飾区長             

（又は消防機関の長） （氏 名）    
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１５－３ 公用負担命令票 

公用費用の権限を行使するときは、次のような公用負担命令票を作成し、その一通を目的物

所有者、管理者又はこれに準ずべき者に交付するものとする。 

ただし、現場の事情により、その暇のないときは事後において直ちに処理するものとする。 

 

第  号       公 用 負 担 命 令 票 

                   

住   所 

負担者氏名 

物 件 数 量 負担内容（使用、収用、処分等） 期 間 摘 要 

     

水防法第 28条の規定により上記物件を収用（使用又は処分）する。 

令和  年  月  日 

水防管理者 葛飾区長 

（又は消防機関の長） 

事務取扱者     氏 名 

 

１５－４ 損失補償 

公用負担権限行使によって損失を受けた者に対しては、区は時価によりその損失を補償する

ものとする（法第 28条第２項）。 

 

１６ 水防工法 

工法は、現場の状況、工作物の構造及び使用材料等を考慮して、次の工法を単独又は併用し

て実施すること。なお、被害箇所を発見、もしくは水防工法にて対策を講じるときは、着手

前・工法実施中・完了後の写真撮影を行うものとする。 

（１） 築廻し 

（２） 月の輪 

（３） 木流し 

（４） シート張 

（５） 月の輪型積土のう 

（６） 積土のう 
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（７） マンホール噴出防止工 

（８） 裏法防護工 

（９） 裏法積土のう 

（10） かま築き 

 

１７ 報告 

水防管理者及び各所は、洪水等による水防活動を実施した時は、水防実施状況を水防活動終

了後３日以内に、各箇所でとりまとめ、東京都知事に報告するものとする。 

また、公共土木施設に関する被害が生じたときは、各管理者は、被害発生後 10日以内に、

東京都知事又は東京都建設局長に報告する。 
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第４章 警備・交通規制 
 

第１節 警備活動 

災害が発生した場合には、全力を尽くして被災者の救出、救護に努めるほか、現場広報を活

発に行うとともに、交通規制、街頭活動の強化等の応急対策を実施する。 

風水害発生時における活動は、概ね次のとおりである。 

（１） 河川及び沿岸水域その他危険箇所の警戒 

（２） 災害地における災害関係の情報収集 

（３） 警戒区域の設定 

（４） 被災者の救出、救護 

（５） 避難者の誘導 

（６） 危険物の保安 

（７） 交通秩序の確保 

（８） 犯罪の予防及び取締り 

（９） 行方不明者の調査 

（10） 遺体の見分（検視） 

 

第２節 交通規制 

 

１ 交通規制 

広域的災害発生の場合には、東京都公安委員会の決定に基づき必要な措置を実施する。 

警察署長は、危険箇所の表示、局地的な通行禁止、一方通行等適切な交通規制を行い、被災

地及びその周辺における交通の安全と円滑に努める。 

交通の妨害となっている倒壊樹木、漂流物、垂下電線等の除去及び道路、橋等の応急補強並

びに排水等については、関係機関に連絡する。 
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２ 車両検問 

警察署は、主要幹線道路における車両検問等を行い、住民の緊急避難又は応急物資、応急復

旧工作資材等の緊急輸送を確保するため、他の一般車両の通行を禁止し、又は制限して、災害

の拡大防止及び迅速な復旧の実効を図る。 
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第５章 医療救護等対策 
 

第１節 初動医療体制 

風水害により傷病者が発生した場合は、浸水していない地域の医療機関に搬送し、治療を行

う。 

多数の傷病者が発生した場合は、区は、健康部に区災害医療コーディネーターを設置し、区

内の医療救護活動の統括及び調整等を行う。 

浸水をしていない公共施設等に緊急医療救護所を設置を検討し、葛飾区医師会等により傷病

者のトリアージ、応急手当等を行う。 

また、人工透析、在宅難病患者及び妊産婦等の専門医療・慢性医療が必要な在宅患者への対

応は、災害医療支援病院での対応を要請する。 

区は「東京都在宅人工呼吸器使用者災害時支援指針」を活用して作成した「在宅人工呼吸器

使用者災害対策リスト」を基に「災害時個別支援計画」で定めた方法により在宅人工呼吸器使

用者の安否確認を行う。 

消防署は、東京ＤＭＡＴと連携して、救命処置等を実施する。 

※対策の詳細は、震災編に準拠する。 

 

第２節 活動体制の確立 

医療救護活動拠点 

（１） 医療救護活動拠点の設置 

災対健康部は、医療救護活動の統括・調整を行うため、医療救護活動拠点を健康プラザかつ

しか（保健所）3階に設置する。 

ただし、健康プラザかつしか（保健所）の浸水が想定される場合は、想定河川に対応して医

療救護活動拠点を移設する。 

医療救護活動拠点の設置場所は、河川の決壊箇所及び浸水想定区域を確認した上で、災対健

康部が決定し、災害対策本部に連絡する。 

■医療救護活動拠点移設施設候補 

想定河川 医療救護活動拠点 

荒川 金町保健センター 

中川 金町保健センター 

江戸川 新小岩保健センター 
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第３節 防疫・保健衛生活動 

 

１ 防疫活動 

区は、災害により防疫活動を必要とする場合は、防疫班、消毒班及び環境衛生指導班を編成

し、出動させる。実施する防疫活動は、次のとおりである。 

（１） 健康調査及び健康相談等 

（２） 消毒 

（３） 避難所等の防疫措置 

（４） 消毒とその確認 

（５） 感染症予防のための広報及び健康指導 

 

２ 保健衛生活動 

区は、巡回健康相談等を行うため、保健師・管理栄養士その他必要な職種からなる保健班を

編成して避難所等に派遣する。 

※対策の詳細は、震災編に準拠する。 

 

第４節 遺体の取り扱い 

※対策の詳細は、震災編に準拠する。 

 



第６章 避難者対策 

第１節 避難体制の整備 

411 

第
１
編 

総
則 

第
２
編 

震
災
編 

第
１
部 

第
２
部 

第
３
部 

第
３
編 

風
水
害
編 

第
１
部 

第
２
部 

第
４
編 

そ
の
他
災
害
編 

第
１
部 

第
２
部 

第
３
部 

 

第６章 避難者対策 
 

第１節 避難体制の整備 

 

１ 避難場所の確保 

１－１ 広域避難先の確保 

区内の大規模河川が氾濫した場合、区内の広い地域が浸水してしまうことが想定されること

から、区内の浸水しない避難場所のみでは多数の避難者を収容しきれない。 

このため、浸水しない地域への避難を事前に設定しておく必要があるため、都や隣接区市と

事前協議を行い、避難者の受入れ先等避難場所の確保を図る。 

 

１－２ 緊急避難場所の確保 

区は、大規模な水害が発生した場合に、逃げ遅れなどによって隣接する区外へ避難する時間

的余裕がない場合に備えて、集合住宅等の共用部分（廊下や階段等）を緊急的かつ一時的に利

用できるよう集合住宅の事業者等と協定を締結する。 

現在、独立行政法人都市再生機構（ＵＲ）、東京都、東京都住宅供給公社と公共住宅等の共

用部分への避難について、協定や覚書を締結している。 

また、自治町会と民間マンションとの間における避難協定の締結を促進している。 

なお、浸水深に応じた高さを有する公共施設については、洪水緊急避難建物としての指定を

行っている。 

 

２ 避難体制の整備 

２－１ 避難指示等の判断・伝達マニュアルの作成 

区は、「避難情報に関するガイドライン」（令和３年５月）に基づき、都の技術的支援を受け

ながら避難すべき区域及び判断基準を含めたマニュアルを策定するなど、避難指示等が適切な

タイミングで適当な対象地域に発令できるようにする。 
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２－２ 要配慮者支援体制の整備 

区は、障害者、一人暮らしの高齢者等の避難行動を支援するために、避難行動要支援者名簿

や個別避難計画等を作成し、自治町会、民生委員児童委員協議会、福祉団体等の連携による支

援体制を構築する。 

消防署は、風水害時における避難行動要支援者等の安全を確保するため、地域が一体となっ

た協力体制づくりを推進する。区と連携して、避難行動要支援者等を近隣で助け合う地域協力

体制づくりを推進する。社会福祉施設等の被災に備え、町会・自治会・防災市民組織、近隣事

業所及びボランティア等による協力体制づくりを推進する。 

※対策の詳細は、震災編に準拠する。 

 

２－３ 広域避難体制の検討 

区は、大規模な水害が発生する場合に備え、より実効性のある広域避難対策を進めていくた

めに、東京都及び国とともに、避難情報発信や避難所等の確保及び近隣の区市町村との調整に

取り組んでいく。 

 

２－４ 分散避難の推進 

区は、想定されるリスクなどを踏まえたうえで、多くの人が集まる状態を避けて、分散して

避難する在宅避難、縁故避難を推進する。 

また、在宅避難を推進していくうえで、必要となる準備や在宅避難の可否の判断等、区民に

事前周知すべき事項について整理し、「在宅避難ガイド」を活用して区ホームページ等、あら

ゆる機会を通じて周知を図る。 

東京東部低地帯に位置する江東５区（墨田区・江東区・足立区・葛飾区・江戸川区）が、平

成 27年 10月に大規模水害時の避難対応を検討することを目的として設置した「江東５区大規

模水害対策協議会」においても、行政が用意する広域避難先施設への避難に加え、留まるリス

クを勘案したうえでの在宅避難、浸水のおそれがない親戚・知人宅やホテル等へ避難する縁故

避難など、高潮や複数河川が氾濫した場合でも、区民の命を守れる分散避難の実現に向けて検

討を進める。 
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３ 交通手段の確保 

３－１ 交通規制の早期実施 

避難指示が発令された場合、自家用車により緊急車両やバス等の公共交通機関の通行が妨げ

られることのないよう、また、避難者の安全を確保するためにも早い段階で主要幹線道等の交

通規制を実施する必要がある。 

このため、警察・消防等の関係機関と事前に交通規制について十分な協議を行っておくとと

もに、発災時における自家用車の使用抑制の周知を徹底する。 

 

３－２ 交通手段の確保 

大規模な洪水等の災害が予想される場合、避難手段は徒歩や自転車を原則とするが、短時間

に混乱無く大勢の区民を避難させることを考慮し、バス、鉄道等の公共交通機関やタクシーを

利用して避難できるよう、必要な体制の構築に向けて、国や東京都と検討を進める。 

 

（１） バス等の確保 

要配慮者は、高齢者等避難段階で避難することとなっており、この場合の避難方法は自

家用車も利用できるが、福祉施設や特別支援学校等から集団で避難する場合に備えて、バ

スや福祉タクシーなどの事業所の協力を得て交通手段を確保しておく必要がある。 

このため、区は、バス会社、福祉事業者等と災害時の協力体制に関する協定締結を含む

避難体制の整備を図る。 

（２） 鉄道の確保 

大規模な洪水に備え、ハザードマップで指定された区外等の避難場所へ徒歩又は鉄道等

の公共交通機関を利用して移動する必要がある。 

このため、区は、鉄道会社と災害時の協力体制に関する協定締結を含む避難体制の整備

を図る。 
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第２節 避難の基本 

内水氾濫や強風及び外水氾濫による、避難の基本を次のように定める。 

 

１ 内水氾濫・強風 

●地域内避難 

台風等により内水氾濫が予想される場合は、自宅などの２階以上に待機することを基本と

する。 

 

（１） 区は、気象情報、降雨予測等をもとに、大雨が予想される場合は、注意喚起の呼び

かけを行う。 

（２） 区は、地形などの状況から浸水や強風による被害が予想される地域では、一時滞在

施設※を開設する。 

※一時滞在施設は、東立石地区センター、東四つ木地区センター、四つ木地区センター、

堀切地区センター、南綾瀬地区センター、青戸地区センター、新小岩地区センター、奥戸

地区センター、高砂地区センター、新宿地区センター、金町地区センター、東金町地区セ

ンター、亀有学び交流館、亀有地区センター、新小岩地域活動センター（にこわ新小

岩）、柴又学び交流館、水元学び交流館、文化会館、子ども未来プラザ鎌倉といった地域

コミュニティ施設等とする。 

（３） 区民は、気象情報等により内水氾濫が予想される場合は、自宅などの２階以上に待

避することを基本とするが、自宅の構造などにより不安がある場合は、区が開設する避難

所に避難する。 

（４） 区は、竜巻注意情報が発表された場合は、外出を控えること、コンクリート造建物

への退避を呼びかける。 

 

２ 外水氾濫 

対象とする河川の洪水ハザードマップを基本に、区からの避難情報に従って、次の対応を行

うことを原則とする。 

●浸水区域外への避難 

各河川の水害ハザードマップにおいて、避難の必要な浸水深の地域は、できるだけ早期

に浸水区域外（区内・区外）の避難所に避難する。 

●地域内避難 

各河川の水害ハザードマップに示した浸水深に対応して、区が開設する避難所への避難、

建物上階等での現状待機を行う。 
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●要配慮者避難 

要配慮者は、高齢者等避難が発表された段階で、指定の避難所に早めに自家用車、福祉

車両で避難する。 

 

（１） 区は、気象情報、河川情報等をもとに、地域を指定して、高齢者等避難、避難指

示、緊急安全確保を発表する。 

（２） 区民は、区からの避難情報と各河川の洪水ハザードマップにおける避難行動に基づ

き、適切な避難行動を開始する。 

（３） 要配慮者は、区から高齢者等避難の発表に基づき、指定の避難施設に避難するもの

とする。 
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第３節 避難の指示 

 

１ 避難の指示等の伝達 

本部長は、気象情報や河川の水位情報から水害が発生し、又は発生するおそれがある場合

は、高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保を発令する。避難指示等にあたっては、必要に応

じて国土交通省関東地方整備局長もしくは東京都知事に対して技術的な助言を求めるもの。 

なお、住民に対して避難指示等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意すると

ともに、避難指示、緊急安全確保を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりや

すい時間帯における高齢者等避難の発令に努める。 

避難指示等を発令した場合は、警察署、消防署、都及び関係機関に連絡する。 

消防署は、災害の規模、道路及び橋梁の状況、延焼拡大方向、消防隊の活動状況等、必要な

情報を区に提供するとともに、災害の状況により、住民を避難させる必要がある場合は、区に

連絡する。 

警察署及び消防署は、人命危険が著しく切迫し、区へ連絡するいとまのない場合、関係機関

と連携し、避難の指示を実施する。避難の指示等を実施した場合は、速やかにその旨を区に通

報する。 

「避難勧告等に関するガイドライン」が平成31年３月に改定され「自らの命は自らが守

る」意識の徹底や災害リスクと住民の取るべき避難行動の理解促進を図るため、災害発生の恐

れの高まりに応じ、住民の避難行動等を支援するため「警戒レベル」が導入された。警戒レベ

ルを５段階に分け、防災情報と住民がとるべき行動が明確化された。 

区は都と連携し、「警戒レベル」の普及啓発を図る。 

 

住民 

要配慮者 

区 都 
報 

告 

【高齢者等避難】 

避難指示を 

発令する事が予想される場合 

【避難指示】 

災害が発生するなど状況がさらに 

悪化し、人的被害の危険性が 

非常に高まった場合 
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■避難の基準 

種 類  基本的な行動 

高齢者等避

難 

※警戒レベル３ 

大雨警報 

洪水警報 

氾濫警戒情報 

高潮注意報 

など 

○一般避難者は、災害情報に注意して避難準備を開始。また、

浸水しない地域に親族などが住んでいる場合には、一時的

にそこに避難が可能か連絡を取り、早めの避難を開始 

○要配慮者（乳幼児や傷病・障害などのため避難に時間のか

かる方）は、浸水しない地域への避難を開始 

○徒歩での長距離の避難が困難な要配慮者は、近くの避難所

（区立小・中学校等）へ避難を開始 

避難指示 

※警戒レベル４ 

氾濫危険情報 

高潮特別警報 

高潮警報 

など 

○浸水しない地域への避難を開始（浸水する恐れがある地域

内の避難所は閉鎖される） 

○避難所にいる徒歩での長距離の避難が困難な要配慮者は、

車両で浸水しない地域の避難所に移送 

緊急安全確

保 

※警戒レベル5 

氾濫開始相当

水位に到達 

高潮氾濫発生

情報 

〇氾濫により区内で浸水が開始する可能性が高い、もしくは

浸水が起きている状況であるため、近くの高い建物等に緊急

避難する 

※大雨特別警報は、災害がすでに発生していることを示す警戒レベル５に相当するため、何

らかの災害がすでに発生している可能性が極めて高い状況となっており、命を守るための最善

の行動をとる必要がある。 

※高潮氾濫発生情報は、高潮特別警戒水位に達したときに発表される情報で、高潮により海

岸や河川から氾濫が発生する危険性を示す警戒レベル５に相当するため、浸水想定区域内から

安全な場所に避難する必要がある。 

 

２ 避難指示等の伝達 

２－１ 伝達事項 

避難の指示は、次のことを明らかにする。 

（１） 避難対象地域（町丁名、施設名等） 

（２） 避難の理由（避難要因となった危険箇所の所在地、避難に要する時間等） 

（３） 避難先（安全な方向及び避難場所の名称） 

（４） その他（避難行動時の最小携帯品、要配慮者の優先避難・介助の呼びかけ等） 

  



第６章 避難者対策 

第３節 避難の指示 

418 

２－２ 伝達方法 

避難指示等の伝達方法は、次のとおりである。 

（１） 区民への伝達 

① 区からの防災広報 

防災行政無線、広報車、区公式ホームページ・Ｘ（旧ツイッター）・フェイスブッ

ク、ケーブルテレビ、かつしかＦＭ、安全・安心情報メール等により伝達する。 

② 報道機関からの広報 

区から都を通じて報道機関に広報を要請し、テレビ、ラジオにて伝達する。 

③ 消防署からの広報 

区から消防署に消防車等による広報を要請する。 

④ 警察署からの広報 

区から警察署に警察車両等による広報を要請する。 

（２） 要配慮者・要配慮者利用施設への伝達 

聴覚・視覚障害者及び要配慮者利用施設からの事前の申請に基づき、避難情報を電話・

ＦＡＸにより直接伝達する。福祉施設、医療機関等の重要な施設については、所管部から

代表者に電話、ＦＡＸ等により直接伝達する。 

 

３ 警戒区域の設定 

区長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合、あるいは人の生命又は身体

に対する危険を防止するため必要があると認める場合は、警戒区域を設定し、当該区域への立

ち入りの制限、禁止、退去を命ずる。 
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第４節 避難誘導 

 

１ 区民の避難誘導 

区民の避難誘導は、自助・共助の観点から防災市民組織、自治町会等による自主的な避難誘

導とする。避難誘導に当たっては、区は、避難路、浸水想定区域、災害の概要その他避難に資

する情報の提供に努める。 

ただし、避難指示等を発令した場合は、警察署と連携して、道路交差点、駅、橋梁等で避難

誘導を行う。 

避難の指示等がなされた場合、消防署は、災害の規模、浸水想定区域、気象状況、災害拡大

の経路及び部隊の運用状況を勘案し、必要な情報を関係機関に通報する。また、避難経路等の

安全確保に努める。 

 

２ 在宅の要配慮者の避難誘導 

在宅の要配慮者の避難誘導は、個別支援計画等に基づいて、防災市民組織、自治町会等が支

援することを原則とし、徒歩による避難が困難な場合は、自家用車を用いて行う。 

また、避難支援が困難な場合は、区が福祉関係団体、福祉事業者に要請して福祉車両等を用

いて支援する。 

 

３ 要配慮者利用施設における避難誘導 

水防法の定めにより、浸水想定区域内に位置して、区の地域防災計画にその名称及び所在地

を定められた要配慮者利用施設の管理者等は、避難確保計画の作成と避難訓練の実施と区長へ

の報告が義務付けられている。区長は、報告を受けたときは、要配慮者利用施設の所有者また

は管理者に対し、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図

るために必要な助言または勧告をすることができる。 

対象となる要配慮者利用施設では、あらかじめ避難確保計画を作成し、施設利用者に適切な

避難行動に関する理解の促進を図り、計画に基づいて施設利用者の避難誘導を行う。 

※対象施設は、資料編風水害編「45 要配慮者関連施設」のとおり 
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４ 学校、事業所等における避難誘導 

学校、事業所、集客施設その他多数の人が集まる場所における避難の誘導は、その施設の責

任者、管理者等による避難誘導を原則とする。 

交通機関等における避難の誘導は、その交通機関があらかじめ定めた計画に基づき実施す

る。 

 

第５節 避難所の開設 

 

１ 避難所等（安全確保）の開設 

区は、高齢者等避難、避難指示を発令したときは、職員を派遣し、避難所等を開設する。開

設方法は、震災編第１部第８章「避難者対策」による。 

 

１－１ 内水氾濫・強風の場合 

局所的な浸水被害や強風による被害が発生するおそれがある場合若しくは発生した場合は、

浸水地域周辺の一時滞在施設※を開設する。 

※一時滞在施設は、風水害編第２部第６章「避難者対策」第２節「避難の基本」「１ 内水

氾濫・強風」（２）による。 

 

１－２ 外水氾濫の場合 

外水氾濫が発生するおそれがある場合は、避難所（区立小・中学校、地区センター等）を開

設する。 

なお、避難の遅れ等により浸水想定区域内の施設にやむを得ず避難させる場合は、別途指定

する洪水緊急避難建物の安全な上層階とする。 

 

２ 避難所（生活場所）の開設 

区は、浸水解消後、住家を失った被災者のために、状況を勘案して、区立小・中学校、地区

センター、その他の区の公共施設、民間施設の中から生活場所としての避難所を開設する。 
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３ 避難所の運営 

避難所の運営は、要配慮者、女性、性的マイノリティの方への配慮を踏まえた体制で行う。

また、避難所等に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れら

れるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方

策について定めるよう努める。避難所の運営の詳細は、震災編第１部第８章「避難者対策」に

よる。 

 

第６節 広域避難 

 

１ 広域避難 

１－１ 広域避難の取り組み状況 

東京東部低地帯に位置する江東５区（墨田区・江東区・足立区・葛飾区・江戸川区）は、平

成２７年１０月に大規模水害時の避難対応を検討することを目的として「江東５区大規模水害

対策協議会」を設置した。さらに、広域避難の具体化に向けた課題への対応が不可欠であるこ

とから、「江東５区広域避難推進協議会」を設置し、各機関の防災行動や連携すべき防災行動

の検討を進め、これまでに、「江東５区大規模水害広域避難計画」や「江東５区大規模水害ハ

ザードマップ」を作成した。 

 また、平成３０年６月、内閣府と東京都が中心となり、行政機関等の関係機関が連携して取

り組むべき事項について整理するとともに、関係機関間の連携・役割分担のあり方について検

討することを目的とした「首都圏における大規模水害広域避難検討会」が設置され、広域避難

先の確保や避難手段など具体的な検討が進められてきた。 

 その後、令和３年９月３日に東京都は、初めて広域避難先として国立オリンピック記念青少

年総合センターと包括協定を締結し、令和５年 12月時点で広域避難先は、国・民間 11団体と

協定を締結し、共同利用を行う施設以外の施設については、広域避難が必要な区への割当てが

進められている。広域避難先の確保と並行して、令和４年６月 30日に設置した「首都圏にお

ける広域的な避難対策の具体化に向けた検討会」において、広域避難先の開設運営方法や広域

避難情報の発信方法など広域避難の円滑な実施を図る上で必要な事項を検討し具体化していく

予定である。 
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江東５区広域避難推進協議会では、広域避難体制の具体化に向け、「江東５区大規模水害広

域避難実施要領（案）」の策定を進めており、令和４年度は以下の内容について検討・検証や

マニュアルを作成し、実施要領（案）を改訂した。 

（１）広域避難実施時の情報共有の検証 

広域避難の検討や発令にあたり、広域避難に関する情報を江東５区と東京都との間で東

京都災害情報システムによって共有するマニュアル（暫定版）を作成した。さらに、作成

したマニュアルを用い、江東５区の広域避難を対象としたタイムラインに沿った情報伝達

訓練を行い、課題を抽出するとともに改善案を検討し、「情報共有マニュアル（案）」に反

映した。 

（２）広域避難先施設の開設・運営に関する検討 

江東５区及び東京都で確保を進めている広域避難先施設の開設・運営体制等を取りまと

めた「広域避難先施設の開設・運営マニュアル（素案）」を作成し、広域避難先施設開設の

タイムラインや周知・広報方法、運営・連絡体制や物資輸送計画等について検討した内容

を取りまとめた。また、作成したマニュアルを用い、広域避難先施設の開設・運営の机上

訓練を実施し、課題や対応策、連携事項を取りまとめてマニュアル案の修正を行った。 

（３）新たな広域避難先施設の確保状況等の更新 

広域避難先施設の確保状況や令和４年度の江東５区での台風対応記録事例等を更新し

た。 

 

１－２ 広域避難時の流れ 

大規模水害などの災害が発生するおそれがあり、区内で区民を避難させることが困難なとき

は、都災害対策本部に対して、他の区市町村の区域への避難の要請（広域避難要請）を行う。 

なお、区が直接、広域避難について相互応援協定等の締結先区市町村や他の区市町村に要請

等をした場合、その旨を都本部へ報告する。 

避難者の受入先及び避難手段が確定した後、区は必要に応じて、当該区市町村の区域内の警

察署に避難誘導の協力要請をした後、住民へ避難に関する情報の発信を行う。また、所属職員

の中から移送先における連絡要員を定め、移送先の区市町村に派遣するように努め、避難所の

運営に積極的に協力する。 

消防署は、災害状況及び消防力の余力に応じて避難指示等の伝達及び必要な情報の通報を行

う。 

交通機関が運行可能な状況では、住民へ避難先を案内の上、原則として鉄道等公共交通機関

により各自で避難するよう求める。 
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２ 江東５区大規模水害避難等対応方針 

２－１ 広域避難に向けた江東５区共同による検討の実施 

大規模水害の発生３日前を目安として、荒川が氾濫する恐れがある場合、930hpa 程度の勢

力を持つ台風の東京地方への直撃が予想される場合、または江東５区（墨田区、江東区、足立

区、葛飾区、江戸川区）のいずれかの区長が必要と判断した場合に、江東５区が共同で広域避

難に向けた検討を実施する。 

 

２－２ 広域避難に対応した江東５区独自の避難情報の発表 

大規模水害の恐れがある場合は、共同検討における判断に基づいて、区民に対して大規模水

害の可能性を伝えるとともに、自主的な広域避難の実施を呼び掛けることで、早い段階での区

民の主体的な避難行動を促す。 

また、さらなる広域避難の実効性を高めるために、大規模水害が発生する概ね１日前におい

て「広域避難指示」を発表することを目指して、江東５区が連携して広域避難に関する対応の

具体化を図る。そのために必要な支援を関係機関に対して求めていく。 

 さらに、広域避難をする時間的な猶予がない判断した場合には、想定される浸水深よりも高い自

宅の居室や施設に留まるよう、「域内垂直避難（緊急）」を発表し、垂直避難行動を求める。 
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■ 広域避難情報の発令基準 

発令段階 想定時間 発令基準 

Ⅰ.共同検討開始 

 （江東５区によ
る検討） 

72 時間前を

想定 

①気象庁が 72 時間先の台風予報において、中心気圧 930hpa 以下の台風の予報円が東京地

方を含むと予測した場合。 
又は、 
②気象庁と荒川下流河川事務所が、洪水に関連する情報として、荒川流域（岩淵地点上流

域）での３日間積算流域平均雨量が概ね400ｍｍを超える可能性があると予測し、江東５区
に情報提供があった場合。 
又は、 

③江東５区の区長いずれかからの発議があった場合。 

Ⅱ.自主的広域避

難情報（広域避難
の呼びかけ） 

72～24 時間

前を想定 

①気象庁が 48 時間先の台風予報において、中心気圧 930hpa 以下の台風の予報円が東京地

方を含み、かつ、東京都（東京地方）に高潮警報発表の可能性が高いと予測した場合。 
又は、 
②気象庁と荒川下流河川事務所が、洪水に関連する情報として、荒川流域（岩淵地点上流

域）での３日間積算流域平均雨量（１日間降雨実績と 48時間降水量予測の和）が概ね 500
ｍｍを超える可能性があると予測し、江東５区に情報提供があった場合。 
又は、 

③江東５区の区長の判断 

Ⅲ.広域避難指示
の発令 

24～9 時間前
を想定 

①気象庁が、930hpa 以下の台風が概ね 24 時間以内に東京湾から神奈川県付近を含む地域
へ到達すると予測し、高潮特別警報を発表する可能性に関する記者会見を行う場合、又は、

江東５区に高潮注意報が発表されており、当該注意報において堤防の天端高を超える最高
潮位が予測されている場合。 
又は、 

②気象庁と荒川下流河川事務所が、洪水に関連する情報として、荒川流域（岩淵地点上流
域）での３日間積算流域平均雨量（２日間降雨実績と 24時間降水量予測の和）が概ね 600
ｍｍを超える可能性があると予測し、江東５区に情報提供があった場合。 

又は、 
③江東５区の区長の判断 

Ⅳ.域内垂直避難
指示（緊急） 

9～0 時間前
を想定 

①Ⅲの状態で高潮警報あるいは高潮特別警報が発表された場合。 
又は、 
②荒川下流河川事務所より、氾濫危険水域（A.P.+7.70）に達し、更なる水位上昇が見込ま

れる旨が通知された場合。 
又は、 
③江東５区の区長の判断 

※ 本発令基準は現時点で考えられる基準として時間軸で整理したものであり、今後実施の運用等

を重ねて改善していく場合がある。 

 

３ 大規模水害時における住民避難の考え方と今後の取組方針について 

３－１ 大規模水害時における住民避難の考え方 

首都圏における大規模水害広域避難検討会では、「全居室浸水」、「家屋倒壊等氾濫想定区域

内」又は「浸水継続３日以上」の３条件のいずれかに該当している避難者数約２７３万人から、

自らの自治体内で避難が可能と期待される避難者数約１８万人を差し引くことで、行政区域

を超えた広域避難者数を約２５５万人と試算していた。 

また、広域避難先としては、主に他の自治体の避難所等を想定し、広域避難先自治体の住民

を受け入れ自治体内の収容力に余裕のある避難所等で受け入れる想定で検討を進めた。  

しかし、令和元年東日本台風において、早い段階での鉄道の計画運休が発表され、膨大な避

難者の移動手段の確保が難しいなど広域避難の課題が顕在化し、遠方の他自治体への避難を

前提とした計画を策定することの難しさが明らかとなった。 
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このことから、住民自身が事前に確保した知人宅、宿泊施設などに避難することを「強く推

奨する」とし、自宅等から避難する住民約 268万人のうち、自ら避難先を確保できる住民約 154

万人、自治体が用意する高層階の避難先へ垂直避難する住民約 23万人、自治体が用意した自区

内の浸水想定区域外への施設へ避難する住民約 18 万人を除き、行政が用意した他自治体への

避難先へ避難する避難者数（広域避難先）を約 74万人とした。 

 

３－２ 広域避難先の確保に向けた調整等について 

約７４万人の広域避難先の確保に向けた調整等については、都及び江東５区等の広域避難自

治体が中心となって、広域避難先としての活用や運営方法、費用負担等について事前に整理す

る。調整結果については、都・広域避難自治体・広域避難先立地自治体・広域避難先施設管理

者などが事前に協定等を締結し、日頃から情報連絡体制を構築しておく。 

 

３－３ 平時における標準的な周知内容 

浸水想定区域内の対象住民の数に対し、行政が用意する避難先施設への収容人数に限界があ

ることから、平常時から住民自らが確保した施設への避難を推奨する。そのために、「災害時

に身を寄せることのできる親戚・知人宅等を自主的な避難先として確保しておくこと」「災害

時の利用を想定し、ホテル・旅館等の宿泊施設などについても確認しておくこと」を呼びかけ

ていく。 

 

３－４ 広域避難等に要する費用負担の考え方ついて 

災害が発生するおそれがある段階において、国の災害対策本部が設置され、当該所管区域に

該当する都道府県等が災害救助法を適用して以下の救助を実施する場合は、当該救助にかかる

費用は都道府県等及び国の負担となる。 

①広域避難等の事前避難の実施に必要となる避難所の供与 

②高齢者や障害者等で避難行動が困難な要配慮者等の避難所への輸送 

 

４ 大規模水害時における広域避難先の確保 

広域避難先としては、災害リスクが想定されておらず、原則として荒川下流域から比較的近

距離に位置している公共施設及び民間施設のうち、収容人数がある程度見込める施設等を想定

する。 
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広域避難先の確保方針としては、受入れ可能な都立施設を活用する他、国・民間の大規模施

設を順次確保していく。 

今後も、国・民間施設の確保を進め、大規模水害時における対応力を強化していく。 

また、風水害時に高速道路の高架部の一部を緊急安全確保先の選択肢の一つとして活用する

ことを都と高速道路事業者等と連携して検討を進めている。 

※大規模水害時の広域避難先及び大規模水害時における緊急安全確保に関する協定は、資料編風

水害編「57 大規模水害時の広域避難先及び大規模水害時における緊急安全確保に関する協定一覧」

のとおり 

 

５ 広域避難の課題 

区では、令和２年度から災害対策本部の水害時の対応力等強化等を目的に図上訓練を実施し

ている。令和４年度は広域避難住民に広域避難を呼びかけた場合を想定した図上訓練を行い、

次の課題等が抽出された。このことから、江東５区等と連携し、課題解決に向けて取り組んで

いく。 

（１）広域避難指示の発令区域など 

現在広域避難先が限られていることから、江東５区共同で広域避難指示を発令する際に

は、発令区域を限定するなどの対応が必要となる。 

（２）広域避難情報の災害対策基本法等への位置づけについて 

・ 広域避難情報の法的な位置づけについて検討を進めるともに、現状における災害対

策基本法に基づく避難情報（以下「法避難情報」という。）との同時発令などについて

検討を進める。 

・ 法避難情報と広域避難情報を同時に発令した場合、区内避難所の開設広報が、広域

避難情報と相反する可能性がある。 

（３）避難行動要支援者への対応 

避難行動要支援者の中には、移動そのものに大きなリスクを抱えている方もおり、遠方

への移動等が困難な避難行動要支援者については、移動リスクをできるだけ回避できるよ

うな避難先を検討しておく必要がある。 

（４）避難先施設の開設や運用方法について 

協定を締結している広域避難先施設の開設要員や運用方法、資機材の整備等について、

避難先施設と協議を進めながら実効性のあるマニュアル等の策定が必要である。 
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（５）関係機関との連携強化の必要性 

広域避難の判断を行う際、東京管区気象台や荒川河川事務所との情報交換や広域避難を

実施するうえで、基準となる公共交通機関の計画運休の判断、住民への広報・周知を担う

メディア媒体を含め、広域避難実施における関係機関との連携を深める必要がある。 

今後も引き続き、江東５区及び東京都と連携して広域避難先の確保を進めるとともに、

これまで抽出された課題に対し、令和５年度も必要な事項を検討して具体化する予定であ

る。 

■検討課題と今後の取組の方向性 

検討課題 今後の取組の方向性 

・広域避難指示の発令区域につい

て、浸水が想定されていない区域

を除くなど、発令区域を限定する

ことが考えられるが、どのように

区域を限定するかの検討が必要 

・浸水深や浸水継続時間等の浸水リスクの違いに

よってエリアを分類し、避難行動や周知内容を検

討していく。 

・確保された広域避難施設の収容人

数が限られているため、避難を呼

びかける対象をどのように絞り込

むかの検討が必要 

・自主的な避難先確保を促すため、広域避難先施設

は最低限の避難環境であることを周知し、親戚・

知人宅やホテル等を自力で確保できない方を避

難対象とする方針を検討していく。 

・広域避難先施設の利用方法や割当

てについての検討が必要 

・都と区にて、大規模施設は共同利用し、中・小規

模施設は単独区で利用する等の暫定的な各区の

割当て案を作成し、都・各区で調整を行う。 

・広域避難先施設の開設運営要員の

確保人数や方法についての検討が

必要 

・各施設の必要要員数の見積りや割当て案、要員の

確保方策に関し、今後も継続的に議論し取組を進

める。 

・広域避難先施設で必要となる資機

材の確保や搬入についての検討が

必要 

・必要となる資機材の品目や数量、確保方法につい

て、施設用途や各区への割当て案の検討状況、現

地視察や実動訓練等を踏まえて検討を進めてい

く。 

・広域避難情報発令の自治体間にお

ける具体的な情報共有手段につい

ての検討が必要 

・広域避難情報発令の検討状況や発令決定の情報

について、都と江東５区間の情報共有手段を検討

する。 

・広域避難情報や避難先施設の開設

状況等の区民への周知方法につい

ての検討が必要 

・各区での広報方法や災害時の情報発信について、

手順や周知方法等を継続的に議論する。 
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第７節 河川別の避難計画 

高潮や複数河川の氾濫のおそれがある場合には、区外への広域避難を原則とするが、計画規

模相当の降雨予測により、１つの河川のみ氾濫するおそれがある場合には、区内の浸水しない

地域への避難や垂直避難を、避難計画の原則とする。 

区内を地理的条件などから、次の３地域に分け、地域ごとに避難行動をとることとする。 

 

 

１ 荒川洪水ハザードマップ避難計画 

１－１ 想定される浸水被害の概要 

計画規模の洪水では、西部地域・南部地域のほぼ全域の浸水が想定されているが、荒川の氾

濫水は中川・新中川の堤防に阻まれて、東部地域は浸水しない想定となっている。 

 

 

１－２ 避難情報の発令対象区域 

荒川が氾濫するおそれがある場合には、計画規模の浸水想定区域図にもとづいて、西部地

域・南部地域を対象に避難情報を発令する。 

 

西部地域の対象区域 

  お花茶屋、小菅、青戸、白鳥、宝町、堀切、東堀切、 

  立石、東立石、亀有、西亀有、四つ木、東四つ木 

 南部地域の対象区域 

  奥戸（９丁目を除く）、高砂１丁目、細田２丁目 

  新小岩、西新小岩、東新小岩 

 東部地域の対象区域 

  奥戸９丁目、鎌倉、金町、高砂（１丁目を除く） 

  細田（２丁目を除く）、柴又、新宿、水元、西水元 

  東金町、東水元、南水元 
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１－３ 地域ごとの避難行動 

高齢者等避難開始、避難指示が発令された際には、それぞれ地域別に異なる避難行動をとる

こととなる。 

（１） 西部地域・南部地域 

① 高齢者等避難発令 

要配慮者やその介助者は、開設された避難所へ避難する。 

浸水しない階層に暮らしており、移動が困難な要配慮者は、自宅に留まる。 

② 避難指示発令 

区民は、東部地域の避難所等※１へ避難する。なお、高齢者等避難発令等により、西

部地域・南部地域の避難所に避難している方で、移動が困難な要配慮者は、避難所の浸

水しない階に留まる。 

浸水しない階層に居住しており、移動が困難な要配慮者は、自宅に留まる。 

浸水する階層に居住しており、移動が困難な要配慮者は、最寄りの洪水緊急避難建物

に避難をする。 

 

※１ 避難所等：区が開設をした避難所の他、都営住宅・ＵＲ賃貸住宅の共有部分、

協定を結んでいる民間施設、公園（台風が東京地方を過ぎ去り、天候が回復している場

合）など。（浸水しない地域の親戚・知人宅、ホテル、会社などの自主避難先も含む） 

（２） 東部地域 

西部地域・南部地域に避難情報が発令されても、東部地域に居住する区民は、原則自宅

に留まる。暴風の影響で、自宅が損壊するおそれがある場合には、最寄りの避難所へ避難

をする。 

 

２ 江戸川洪水ハザードマップ避難計画 

２－１ 想定される浸水被害の概要 

江戸川の洪水では、西部地域・東部地域のほぼ全域の浸水が想定されているが、南部地域は

江戸川の氾濫水が中川・新中川の堤防に阻まれて、浸水をしない想定となっている。 

また、計画規模の洪水で江戸川が区内で氾濫をしても、江戸川の氾濫水は中川の堤防に阻ま

れて、西部地域は浸水をしない。一方、上流部で氾濫をした場合、氾濫水が西部地域に到達す

る想定もあるが、計画規模の洪水の場合の浸水到達時間は、１日程度後と想定されている。 
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２－２ 避難情報の発令対象区域 

江戸川が氾濫するおそれがある場合には、計画規模の浸水想定区域図及び浸水到達時間を勘

案し、東部地域を対象に避難情報を発令する。 

なお、江戸川の水位が氾濫危険水位に到達した場合等には、西部地域も発令対象区域に加

え、避難情報を発令する。 

 

２－３ 地域ごとの避難行動 

高齢者等避難、避難指示が発令された際には、それぞれ地域別に異なる避難行動をとること

となる。 

（１） 東部地域 

① 高齢者等避難発令 

要配慮者やその介助者は、南部地域に開設された避難所へ避難する。（東部地域や西部地

域の避難所に避難した場合、その後の状況の変化により、複数回の避難行動が想定される

ことから、南部地域の避難所は、原則、東部地域の要配慮者用とする） 

浸水しない階層に暮らしており、移動が困難な要配慮者は、自宅に留まる。 

② 避難指示発令 

区民は、西部地域の避難所等※１へ避難する。なお、高齢者等避難発令等により、東部

地域の避難所に避難している方で、移動が困難な要配慮者は、避難所の浸水しない階に留

まる。 

浸水しない階層に居住しており、移動が困難な要配慮者は、自宅に留まる。 

浸水する階層に居住しており、移動が困難な要配慮者は、最寄りの洪水緊急避難建物に

避難をする。 
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（２） 西部地域 

① 高齢者等避難発令 

要配慮者やその介助者は、開設された避難所へ避難する。 

浸水しない階層に暮らしており、移動が困難な要配慮者は、自宅に留まる。 

② 避難指示発令 

区民は、南部地域の避難所等※１や荒川以西の区外※２へ避難する。なお、高齢者等

避難発令等により、西部地域の避難所に避難している方で、移動が困難な要配慮者は、

避難所の浸水しない階に留まる。 

浸水しない階層に居住しており、移動が困難な要配慮者は、自宅に留まる。 

浸水する階層に居住しており、移動が困難な要配慮者は、最寄りの洪水緊急避難建物

に避難をする。 

※２ 区外：相互応援協定等に基づき、江戸川が氾濫しても浸水しない荒川以西の自

治体に避難者の受け入れを要請する。 

（３） 南部地域 

東部地域に避難情報が発令されても、南部地域に居住する区民は、原則自宅に留まる。

暴風の影響で、自宅が損壊するおそれがある場合には、最寄りの避難所へ避難をする。 

 

３ 中川洪水ハザードマップ避難計画 

３－１ 想定される浸水被害の概要 

計画規模の洪水では、西部地域のほぼ全域で浸水が想定されているが、中川の氾濫水は、中

川・新中川の堤防に阻まれて、南部地域は浸水しない想定となっている。また、計画規模の洪

水では、区内での決壊は想定されておらず、上流部からの氾濫水が時間をかけて到達する想定

となっている。この際には、上流部からの氾濫水は大場川の堤防に阻まれて、東部地域は浸水

をしない想定となっている。 
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３－２ 避難情報の発令対象区域 

中川が氾濫するおそれがある場合には、計画規模の浸水想定区域図にもとづいて、西部地域

を対象に避難情報を発令する。 

 

３－３ 地域ごとの避難行動 

高齢者等避難、避難指示が発令された際には、それぞれ地域別に異なる避難行動をとること

となる。 

（１） 西部地域 

① 高齢者等避難発令 

要配慮者やその介助者は、開設された避難所へ避難する。 

浸水しない階層に暮らしており、移動が困難な要配慮者は、自宅に留まる。 

② 避難指示発令 

区民は、東部地域・南部地域の避難所等※１へ避難する。なお、高齢者等避難発令等

により、西部地域の避難所に避難している方で、移動が困難な要配慮者は、避難所の浸

水しない階に留まる。 

浸水しない階層に居住しており、移動が困難な要配慮者は、自宅に留まる。 

浸水する階層に居住しており、移動が困難な要配慮者は、最寄りの洪水緊急避難建物

に避難をする。 

（２） 東部地域・南部地域 

西部地域に避難情報が発令されても、東部地域・南部地域に居住する区民は、原則自宅

に留まる。暴風の影響で、自宅が損壊するおそれがある場合には、最寄りの避難所へ避難

をする。 

 

４ 綾瀬川洪水ハザードマップ避難計画 

４－１ 想定される浸水被害の概要 

計画規模の洪水では、区内の浸水は想定されていない。 

 

５ 河川ごとの避難情報の発令基準 

以下のとおり河川ごとの避難情報の発令基準を整理するが、基準に達したら直ちに、もしく

は基準に達するのを待って、避難情報を発令するものではなく、気象情報等から総合的に判断

をして発令するものとする。 
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５－１ 荒川 

 高齢者等避難 避難指示 

東部地域 ‐ ‐ 

西部地域 岩淵水門（上）水位観測所の水位が

氾濫危険水位（7.70m）に到達するお

それがある場合 

岩淵水門（上）水位観測所の水位が

氾濫危険水位（7.70m）に到達するこ

とが明らかな場合 

南部地域 岩淵水門（上）水位観測所の水位が

氾濫危険水位（7.70m）に到達するお

それがある場合 

岩淵水門（上）水位観測所の水位が

氾濫危険水位（7.70m）に到達するこ

とが明らかな場合 

※東部地域は、計画規模の洪水では浸水が想定されていないが、想定最大規模の洪水では浸

水が想定されているため、状況に応じて避難情報発令の要否について判断をする。 

 

５－２ 江戸川 

 高齢者等避難 避難指示 

東部地域 野田水位観測所の水位が氾濫危険水

位 9.10m）に到達するおそれがある場

合 

野田水位観測所の水位が氾濫危険水

位（9.10m）に到達して、なお上昇の

おそれがある場合 

西部地域 野田水位観測所の水位が氾濫危険水

位（9.10m）に到達して、なお上昇の

おそれがある場合 

上流部で越水が発生して浸水するお

それがある場合 

南部地域 ‐ ‐ 

 

５－３ 中川 

 高齢者等避難 避難指示 

東部地域 ‐ ‐ 

西部地域 吉川水位観測所の水位が氾濫危険水

位（4.10m）に到達するおそれがある

場合 

吉川水位観測所の水位が氾濫危険水

位（4.10m）に到達した場合 

南部地域 ‐ ‐ 

※東部地域は、計画規模の洪水では浸水が想定されていないが、想定最大規模の洪水では浸

水が想定されているため、状況に応じて避難情報発令の要否について判断をする。 

  



第６章 避難者対策 

第８節 線状降水帯の発生が危惧される場合 

434 

５－４ 綾瀬川 

 高齢者等避難 避難指示 

東部地域 ‐ ‐ 

西部地域 ‐ ‐ 

南部地域 ‐ ‐ 

※西部地域は、計画規模の洪水では浸水が想定されていないが、想定最大規模の洪水では浸

水が想定されているため、状況に応じて避難情報発令の要否について判断をする。 

 

第８節 線状降水帯の発生が危惧される場合 

近年、全国各地で毎年のように大雨による甚大な被害が発生しており、その多くが線状降水

帯等の発生によってもたらされたものである。気象庁では、豪雨災害をもたらす線状降水帯の

予測精度向上の取組を強化・加速化による結果を順次気象防災情報に反映させることで、令和

５年度より、「顕著な大雨に関する気象情報」（線状降水帯の発生をお知らせする情報）を最大

30分程度前倒しして発表する運用、令和６年度からは線状降水帯による大雨の可能性の半日

程度前からの呼びかけを都府県単位で発表する運用をそれぞれ開始したところである。 

本区において、線状降水帯による直接的な影響が確認できた場合、時間 50ｍｍを超えるよ

うな豪雨が数時間継続し、内水氾濫の発生が危惧されている。特に、夜間に線状降水帯が発生

した場合、その時点からの避難行動はかえって危険なため、事前に自宅２階等への垂直避難が

必要になる。そのため、現在の気象技術では線状降水帯の発生予測や発生する地域の絞り込み

は困難であるが、区は気象情報、降雨予測等をもとに、区民に向けた次の具体的な対応につい

て周知していく。 

なお、天気の急変がない限り定時の東京都気象情報は 17時頃の発表がその日の最終となる

ことが多いため、その時点での気象情報を勘案し、翌朝までの対応を検討する必要があること

から、17時を起点とした。 

（１）「東京都気象情報」において、線状降水帯の発生の可能性が示されたとき 

① 一時滞在施設※の開設準備（対応職員の確認） 

② 17時の段階で警報が発令されていない場合で、その時点の気象庁又はウェザーニュー

ズの雨量予測において、夜遅くから明朝にかけて、警報レベルの降雨が予想される場合

は、19時の段階で一時滞在施設※を開設することを決定するとともに、区民へ周知す

る。 
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（２）（１）かつ大雨や洪水警報が発令されたとき 

17 時前に警報が発令された場合は、その段階で一時滞在施設の開設を決定し、区民に周

知する。 

（３）「顕著な大雨に関する東京都気象情報」が発せられ、気象庁「雨雲の動き（ナウキャス

ト）」等において、本区に線状降水帯による影響が確認できるとき 

SNS、安全・安心情報メール等を用い、直ちに２階以上への垂直避難を促す。 

※一時滞在施設は、風水害編第２部第６章「避難者対策」第２節「避難の基本」「１ 内水

氾濫・強風」（２）による。 
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第７章 物流・備蓄・輸送対策 

第１節 水害時の物流・備蓄・輸送対策 

区は、浸水から免れる高台や建物の浸水が及ばない階への備蓄倉庫の設置や、地域内輸送拠

点が浸水等により使用できない場合の代替施設の確保など、水害時を想定した水害時の物流・

備蓄・輸送対策を検討する。 

※対策の詳細は、震災編に準拠する。 
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第８章 災害廃棄物処理・し尿処理・

障害物の除去 
 

第１節 水害時の廃棄物等の処理 

災害廃棄物等の処理は、水害発生時、収集経路の不通等、通常の処理が困難となる一方、短

い期間に大量の廃棄物等が発生し、また、腐敗・悪臭の防止・公衆衛生確保の観点から水害廃

棄物の迅速な処理が要求される。 

区は、水害廃棄物の処理に際し迅速な対応を行うため、事前に以下事項を検討したうえで、

災害廃棄物等の処理にあたる。 

① 被災地域の予測 

② 水害廃棄物等発生量の予測 

③ 仮置場の確保と配置計画 

④ 収集運搬、仮置場、中間処理及び最終処分等の処理手順 

⑤ 区内で処理が困難な場合を想定した周辺自治体との協力体制の確保 

⑥ 仮置場での破砕・分別を行う体制の確保 

⑦ 収集処理過程における、粉じん・消臭等の環境対策 

⑧ 収集運搬車両確保とルート計画 

また、水害廃棄物の処理が長期にわたる場合は、計画的に処理を進める観点から、関係機関

による協議会を設置して全体の進行管理を行うことが有効な場合があるので、その設置につい

ても併せて検討する。 

※対策の詳細は、震災編に準拠する。 
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第９章 ライフライン施設等の

応急・復旧対策 
 

第１節 ライフライン施設 

 

１ 上水道 

１－１ 応急対策 

都水道局は、災害の発生により水道施設に甚大な被害が発生した場合など、一定の要件に該

当する場合は、局内に局長を本部長とする給水対策本部を設置し、応急対策諸活動を組織的に

進める。 

（１） 取水施設 

じんかい、流木等の流入による取水低下を防止するため、所要の資器材を使用し、必要

な応急措置を行う。 

（２） 浄水施設 

濁度が上昇した原水に対しては、浄水薬品を適切に使用し、沈殿処理を行う。沈殿池、

ろ過池、配水池に被害を生じたときは、速やかに応急復旧を行う。 

（３） 送水施設（送水管） 

破損箇所からの出水による二次災害を防止しながら、状況に応じて、送水系統の変更等

を行い、給水所への送水を確保するよう応急措置を行う。 

（４） 配水施設 

① 配水本管 

配水本管の破損は、制水弁を操作して二次災害を防止し、系統変更及び配水ポンプ運

転の調整等により、断水が生じないよう応急措置を行う。 

② 配水小管 

配水小管の破損は、制水弁を操作して、極力断水区間を少なくするよう措置する。 
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１－２ 復旧対策 

（１） 取水施設 

取水施設の被害は、浄水機能に大きな支障を及ぼすため、その復旧は、最優先で行う。 

（２） 浄水施設 

浄水施設の被害のうち、施設の機能に重要な影響を及ぼすものについては、速やかに復

旧活動を行う。 

（３） 管路の復旧活動 

管路の復旧に当たっては、随時、配水系統などの変更等を行いながら、あらかじめ定め

た順位をもとに、被害の程度、被害箇所の重要度、浄水場・給水所の運用状況等を考慮し

て給水拡大のために最も有効な管路から順次行う。 

なお、資機材の調達、復旧態勢及び復旧の緊急度等を勘案し、必要に応じて仮配管、路

上配管等の仮復旧を実施する。 

給水装置の復旧は、第一止水栓上流部について、配水管の復旧及び通水と並行して実施

する。 

なお、第一止水栓以降メータ上流部においては、多量の漏水等がある場合には、申込み

の有無にかかわらず都水道局が修繕する。 

メータ下流部の本復旧（修繕）は、所有者等（給水装置の所有者又は使用者）が指定給

水装置工事事業者に依頼するよう説明する。一般住宅等の給水装置の復旧は、その所有者

等から修繕申込みがあったものについて応急措置を行う。 

なお、配水に支障を及ぼす給水装置の破損等については、申込みの有無にかかわらず応

急措置を実施する。 

 

２ 下水道 

２－１ 活動体制 

都下水道局は、台風等の豪雨による浸水被害及びその拡大の防止を図り、適切かつ迅速に対

応するため、情報連絡及び職員の待機又は参集による出動の体制を確保する。 
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２－２ 応急対策 

（１） 水再生センター・ポンプ所 

台風等の豪雨が予想されるとき、次の対策を実施する。 

① 主要施設・設備の試運転、点検等を実施し、異常の有無を確認する。異常のある施設・

設備については、応急処置を講じる。 

② 燃料・薬品等の確保、その他必要な処置を講じる。 

③ あらかじめ幹線の低水位運転を行うとともに、停電が発生した場合、非常用発電機の運

転を行い、揚水機能を確保する。 

（２） 管きょ 

過去の実績などから判断し、必要に応じて浸水のおそれのある地域などを地上巡視し、

下水道施設の損傷等を発見した場合はすみやかに応急復旧を実施する。 

 

２－３ 復旧計画 

被害が発生したときは主要施設から漸次復旧を図る。 

復旧順序については、まず水再生センター、ポンプ所、幹線管きょ等の主要施設の復旧に努

め、その後、枝線管きょ、ます・取付管の復旧を行う。なお、被害状況に応じ、他の大都市等

へ復旧支援を要請し、その受入れに対応する。 

（１） 水再生センター・ポンプ所 

水再生センター・ポンプ所は、簡易処理、消毒、放流などの機能の回復を図り、さらに

環境負荷の低減、公共用水域の水質の保全に努める。 

（２） 管きょ 

緊急調査で判明した被害について、より詳細に被害状況を把握・整理し、汚水の流下機

能を確保するための復旧を行う。 
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３ 電気 

東京電力パワーグリッド（株）は、災害により電気施設に被害があった場合は、二次災害の

発生を防止し、速やかに応急処置を講じ、施設の機能を維持する。 

 

３－１ 応急対策 

（１） 資材の調達・輸送 

① 資材の調達 

第一線機関等においては、予備品、貯蔵品等の在庫品を常に把握し、調達を必要とす

る資材は、次のいずれかの方法により速やかに確保する。 

・第一線機関等相互の流用 

・本社本部に対する応急資材の請求 

② 資機材の輸送 

非常災害対策用資機材の輸送は、あらかじめ調達契約をしている輸送会社の車両、船

艇等により行う。 

輸送力が不足する場合には、他の輸送会社から車両、船艇等の調達を対策本部におい

て適宜行い、輸送力の確保を図る。 

（２） 災害時における危険予防措置 

水害及び火災の拡大等に伴い円滑な防災活動のため、警察、消防機関等から送電停止の

要請があった場合には、送電停止等の適切な危険予防措置を講ずる。 

（３） 災害時における応援の組織・運営 

本社本部及び店所本部は、被害が多大な被災地の店所本部及び第一線機関支部のみの災

害活動では早期復旧が困難であると判断した場合には、他店所本部、支部及び請負会社に

復旧応援隊の編成を要請し、被害、復旧状況を勘案した上、必要な応援隊を出動させる。 

（４） 応急工事 

応急工事の実施に当たっては、原則的に人命に関わる箇所、復旧対策の中枢となる官公

庁（署）、民心の安定に寄与する報道機関、避難所等を優先することを原則とするが、各設

備の復旧は、災害状況、各施設の被害復旧の難易等を勘案して、供給上、復旧効果の最も

大きいものからあらかじめ定めた手順により行う。 

（５） 災害時における電力の融通 

各電力会社と締結した「全国融通電力受給契約」および隣接する各電力会社と締結した

「二社融通電力受給契約」および広域機関の指示に基づき電力の緊急融通を行う。 
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（６） その他 

災害が極めて大きく、工事力に余力のない場合、又は工事力を動員してもなお応援隊を

必要と判断される場合には、本社対策本部は自衛隊の派遣を要請する。なお、この場合の

要請は都本部を経由して行う。 

その他の活動は、震災編第１部第３章「安全な交通ネットワーク及びライフライン等の

確保」に準拠する。 

 

３－２ 復旧対策 

災害復旧を原則とするが、災害の規模、設備の重要度、被害の状況等によりやむを得ないも

のについては、仮復旧工事を施す。各設備の復旧は、災害状況、被害状況、被害復旧の難易度

を勘案して、電力供給上復旧効果の大きいものから、あらかじめ定めた復旧順位により実施す

る。 

停電による社会不安の除去のため、電力施設被害状況及び復旧状況について広報する。 

また、感電事故および電気火災等の防止に関する広報を行う。 

 

４ ガス 

東京ガス（株）は、災害により整圧器等の地上ガス施設が被害を受けた場合は、二次災害の

防止に努めることと併せて、ガス供給機能の維持若しくは早期復旧のため、必要な応急措置を

施す。 

 

４－１ 応急対策 

（１） 災害時の初動措置 

① 官公庁、報道機関及び社内事業所等からの被害情報収集 

② 事業所設備等の点検 

③ 製造所、整圧所等における供給操作 

④ その他、状況に応じた措置 

（２） 応急措置 

非常事態対策本部の指示に基づき、各事業所は連携を保ちつつ施設の応急措置に当た

る。 

施設を点検し、機能及び安全性を確認するとともに、必要に応じて調整修理する。 

その他現場の状況により適切な措置を行う。  
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（３） 資機材等の調達 

復旧用の資機材を確認し、調達を必要とする資機材は、次のいずれかの方法により確保

する。 

① 取引先やメーカー等からの調達 

② 各支部間の流用 

③ 他ガス事業者からの融通 

（４） 車両の確保 

本社地区に、緊急車及び工作車を配備しており、常時稼動可能な態勢にある。 

 

４－２ 復旧対策 

（１） 災害時の初動措置 

ガスの供給を停止した場合の復旧作業については、被災した地域施設又は設備の復旧を

可能な限り迅速に行うとともに、二次災害を防止するため、あらかじめ定めた手順により

実施する。 

社会的優先度の高い病院などには、『移動式ガス発生設備』を用いて、スポット的にガス

を臨時供給する。 

その他の活動は、震災編第１部第３章「安全な交通ネットワーク及びライフライン等の

確保」に準拠する。 

 

５ 通信施設 

豪雨、洪水、高潮等の被害を受けるおそれがある地域について、周辺環境、既存建物等を考

慮し、電気通信設備等の安全対策を行う。対策は次のとおりである。 

① 建物自体を高く設置し、防御する。 

② 水密扉又は防水板や土のうの設置により防御する。 

③ 電力や通信設備を想定される浸水高より上層フロアに設置する。ガス施設の風水害対策

として、これらの災害の発生に対し機能に重大な支障が生じないよう対策を講じている。 

 

５－１ 応急対策 

非常招集された対策要員が、災害対策本部の指示のもと災害対策用機材、車両等を確保し、

各社の規定に基づき対策組織を編成し、通信回線の確保や通信の途絶防止などの応急対策を行

う。 
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５－２ 復旧対策 

各社の災害対策本部の計画に基づき、通信の確保を重点として応急復旧工事、現状復旧工

事、本復旧工事の順で復旧工事を実施する。 

被災した電気通信設備等の応急復旧工事は、災害復旧に直接関係のない工事に優先して、復

旧工事に要する要員・資材及び輸送の手当てを行うなど、早期復旧に努める。 

応急復旧工事終了後、速やかに被害の原因を調査分析し、この結果に基づき必要な改良事項

を組み入れて災害復旧工事を計画、設計する。 

その他の活動は、震災編第１部第３章「安全な交通ネットワーク及びライフライン等の確

保」に準拠する。 

 

第２節 交通施設の応急対策 

 

１ 東日本旅客鉄道（株） 

１－１ 運行基準 

降雨、降雪、強風等により災害の発生が予想される場合は、運転規則に基づき、速度規制又

は運転中止の手配をとり、輸送の安全を確保する。 

 

１－２ 災害時の応急措置 

（１） 活動体制 

① 首都圏本部に災害対策本部を設け、情報収集連絡、応急対策の指示、応援、協力の要

請、緊急広報に努める。 

② 現地に現地対策本部を設け、応急対策の実施、関係現業機関の指揮、情報の収集、報告

応援の要請、外部機関との連絡対応に当たる。 

（２） 情報連絡体制 

首都圏本部長は、気象庁から送られてくる気象情報、データ等により、災害警備に必要

な観測情報、予測情報をもとに気象の変化に対応した情報連絡体制を整える。 

（３） 浸水時等の対応 

降雨、河川増水等により災害が発生するおそれにある区間については、運転規則に基づ

き速度規制又は運転中止の手配をとって、輸送の安全を確保する。 
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１－３ 事故発生時の救援活動 

旅客誘導・放送案内等による駅構内の混乱防止及び負傷者の救出に努めるとともに、被害状

況により、救護所の開設、警察署・消防署への出動要請を行う。 

 

１－４ 復旧対策 

線路及び電気施設の被害に対しては、事故復旧作業計画に基づき、これに必要な対策を実施

する。 

 

２ 日本貨物鉄道（株） 

２－１ 運行基準 

降雨、降雪、強風等により災害の発生が予想される場合は、運転規則に基づき、速度規制又

は運転中止の手配をとり、輸送の安全を確保する。 

 

２－２ 災害時の応急措置 

（１） 活動体制 

支社に災害対策本部を設け、情報の収集及び連絡、応急対策、応援、緊急広報に努め

る。 

（２） 浸水時の対応 

降雨、河川雑炊等により災害が発生するおそれがある場合は、運転規則に基づき速度規

制や運転中止の手配をとって、輸送の安全を確保する。 

（３） 災害復旧 

災害の復旧については、応急工事の終了後は速やかに本復旧計画をたて、これを実施す

るものとする。 

 

３ 京成電鉄（株） 

３－１ 運行基準 

集中豪雨、強風により被害の発生が予想される場合、あらかじめ定められた運転取扱実施基

準により状況に応じて運転規制を行い、輸送の安全の確保に努める。 
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（１） 全線 13ヶ所に設置した風速計の数値（25m/s、30m/s）により、列車に対し注意運

転・運転休止の運転規則を実施する。 

（２） 雨量による運転規制については、各雨量規則地域に設置した雨量計が規制値（時間

雨量 30㎜以上、40㎜以上）（連続雨量 200㎜以上、300㎜以上）を超えたとき 35㎞/h以

下の運転規制を実施する。 

 

３－２ 災害時の応急措置 

（１） 活動体制 

災害の発生が予想される場合、又は災害が発生した場合、被害を最大限に防止し、輸送

の安全確保及び早期復旧に当たるため、非常災害対策規則に基づき、本社に対策本部を設

置し情報収集に当たるとともに、適切な措置を講じる。 

（２） 情報連絡対策 

指令電話、列車無線、一斉情報装置及び沿線電話により、災害情報、応急活動の指示等

の連絡を行う。 

また、必要に応じて、無線車を現場に急派し、本社と無線連絡をとるほか、連絡用電話

の架設又は携帯電話機等を使用する。 

 

（３） 浸水時の対応 

集中豪雨等、大雨が予想されるときは、状況に応じて関係各施設の点検を行うととも

に、駅等では浸水のおそれのあるときは、浸水防止板・砂袋等により駅の出入口からの浸

水を防止し、旅客及び駅構内の安全を図る。 

集中豪雨等で線路が浸水した場合は、状況に応じて点検を行うとともに、監視を続け

る。また、損壊したときには速やかに復旧に努める。 

さらに、線路の冠水等で列車の運転に支障があると予想される場合は、直ちに運輸指令

に報告し、旅客・列車運行の安全を図るとともに、速やかに関係各所に連絡し早期復旧を

期す。 

 

３－３ 事故発生時の救援活動 

災害発生時には、駅従事員、乗務員が救急救護活動に当たるとともに、非常災害対策規則に

基づき、対策本部、復旧対策部に救護班を編成し、救護活動に当たる。 
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３－４ 復旧対策 

（１） 非常災害対策規則に基づき、対策本部を本社に設置するとともに、現場に復旧対策

部を設置する。 

（２） 復旧対策部は、復旧計画の作成、要員の手配並びに復旧資材の調達、復旧作業の実

施及び救援、救護に当たる。 

 

４ 北総鉄道（株） 

４－１ 運行基準 

集中豪雨、強風により被害の発生が予想される場合、運転取扱実施基準に定められた取扱い

により、状況に応じて運転の中止又は徐行の措置をとり、安全確保に努める。 

（１） 風速が 30m/s 以上になったと認められるときは、列車の運転を一時中止する。 

（２） 線路が冠水したときは、必要によりその区間を運転する列車を徐行又は停止させる

こととする。 

（３） 降雪により、列車運行に支障をきたすおそれのあるときは、転てつ器及び乗降場等

の除雪に努め、必要に応じて凍結防止列車を運行する。 

 

４－２ 災害時の応急措置 

（１） 活動体制 

風水害等の発生が予想される場合又は発生した場合、被害を最小限に防止し、輸送の安

全確保及び早期復旧を図るため、災害対策本部を設置して情報収集に当たるとともに、適

切な措置を講じる。 

（２） 情報連絡対策 

災害発生の場合は、指令電話、列車無線及びＮＴＴ加入電話により、事故時連絡系統に

従い関係箇所へ迅速な情報連絡を行う。 

（３） 浸水時の対応 

線路等が浸水のおそれ又は浸水した場合は、監視要員を配置し施設の点検を行う。 

また、列車の運行に危険が生じた場合は運転を中止し、適切な措置を講じる。 

 

４－３ 事故発生時の救援活動 

災害発生時には、「鉄道災害対策要綱」に基づき、旅客の救出救護、避難誘導に当たるとと

もに、必要に応じ、警察署及び消防署に出動・救護の要請を行う。 
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４－４ 復旧対策 

災害が発生した場合は、災害対策本部を設置し、対策要員を非常招集して応急措置、救護、

早期復旧に努める。また、状況に応じ外部業者へ応援要請を行う。 
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第３節 危険物施設の応急・復旧対策 

施設管理者は、以下の応急・復旧対策を講ずる。 

 

１ 風水害の危険性が高まってきた場合の応急対策 

（１）危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や区等が発表する防災情

報を注視し、浸水、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。 

（２） 上記の対策を講じるに当たっては、従業者等の避難安全を確保することが必要であ

り、十分な時間的余裕をもって作業を行う。 

（３） 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る

可能性がある場合には、速やかに消防機関等の関係機関への通報を行う。特に、水と接触

することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物

質の性状や保管状況等について情報提供を行う。 

（４） 浸水等に伴い、河川へ危険物が流出した場合には、水質汚濁対策連絡協議会等の関係

行政機関へ速やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。 

 

２ 天候回復後の点検・復旧 

（１） 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う。特に、浸水した施設では、電

気設備のほか、危険物を取り扱う設備や配管も損傷している可能性があるため、目視点検

だけでなく、作動状況や気密性、危険物への水の混入状況等について確認を実施する。 

（２）電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性

を確認する。 

※対策の詳細は、震災編に準拠する。
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第１０章 区民生活の早期再建 
 

第１節 応急生活対策 

 

１ 被災宅地の危険度判定 

区は、危険度判定の実施、判定結果の表示等を行う。 

１－１ 判定制度の目的 

被害の発生状況を迅速かつ的確に把握し、危険度を判定することによって、二次災害を軽

減・防止し住民の安全の確保を図る。 

 

１－２ 判定対象宅地 

宅地造成等規制法第２条第１号に規定する宅地（農地、採草放牧地及び森林並びに道路、公

園、河川その他公共の用に供する施設の用に供されている土地以外の土地）のうち、住居であ

る建築物の敷地及び危険度判定実施本部長が危険度判定の必要を認める建築物の敷地並びにこ

れらに被害を及ぼすおそれのある土地が対象となる。 

 

１－３ 判定の実施 

区長は、災害の発生後に、宅地の被害に関する情報に基づき、被災宅地危険度判定実施本部

の設置その他必要な措置を講じ、判定を実施する。 

都知事は、区から被災宅地危険度判定士の派遣等の支援要請を受けたときは、都に危険度判

定支援本部を設置し、速やかに被災宅地危険度判定士に協力を依頼する等、支援措置を講じ

る。また、災害の規模が極めて大きく広範囲にわたるときは、必要に応じて他府県に対して被

災宅地危険度判定士の派遣等を要請し、又は国土交通省に対し被災宅地危険度判定士の派遣等

について調整を要請する。 
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１－４ 判定結果の表示 

区は、被災宅地危険度判定の結果について、「危険宅地」「要注意宅地」「調査済宅地」の３

種類のステッカーを宅地等の見やすい場所に表示する。 

なお、当該宅地の使用者・居住者だけでなく、宅地の付近を通行する歩行者にも安全である

か否かを容易に識別できるようにする。 

 

２ 住家被害認定調査及び罹災証明書交付 

２－１ 災害時の罹災証明書交付に向けた実施体制整備 

区は、「災害発生時における被災者生活再建支援業務の実施体制整備に関するガイドライ

ン」に基づき、住家被害認定調査や、罹災証明書発行体制等の庁内体制を整備するとともに、

業務のマネジメントや実務を担う人材の育成に向けて研修や訓練を実施する。 

また、応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定調査など、住宅に関す

る各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれの調査の必要性や実施時期の違

いなどについて周知するものとする。 

さらに、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が撮影した住

家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法により実施する。 

 

２－２ 罹災証明書の交付準備 

区は、「災害発生時における被災者生活再建支援業務の実施体制整備に関するガイドライ

ン」に基づき、住家被害認定調査の実施や罹災証明書の交付に向けて、庁内連携及び応援職員

の確保も含めて体制を構築する。 

また、被災者生活再建支援システムに最新の住民情報や家屋情報を登録するなど、システム

稼働に向けた準備や資機材の確保を行う。 

さらに、住家被害認定調査の調査方針、調査体制、業務日程などを含む調査計画を策定し、

調査員及び庁内外の関係部署と共有したうえで、被害認定調査を実施する。 

なお、風水害が原因で発生した火災による被害状況調査の実施に向けて、消防署と連携を図

る。 

区は、罹災証明書の交付に必要な固定資産関連情報について東京都主税局と連携を図る。 
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２－３ 罹災証明書の交付 

区は、住家被害認定調査を実施するとともに調査結果をデータ化し、罹災証明書の交付に備

える。 

住家被害認定調査の進捗状況や応急仮設住宅等への入居などの日程を確認しながら、交付日

程について庁内調整するとともに、交付場所や資機材を確保する。また、都と交付日程の足並

みを揃えるなど調整をしたのち、交付日程等について被災者に広報する。 

また、住家被害認定調査の結果を被災者に説明しながら罹災証明書を交付し、被災者から同

意が得られない場合には再調査（第２次調査）を実施する。 

さらに、罹災証明書交付時に確定した情報等を基に被災者台帳を作成し、被災者の生活再建

支援の進捗状況を管理する。 

なお、風水害が原因で発生した火災による被害状況調査及び罹災証明書の交付について、消

防署と連携を図る。 

 

３ 被災者の生活確保 

３－１ 生活相談 

区は、被災者のための相談所を設け、要望事項を聴取しその解決を図るほか、その内容を関

係機関に連絡して対応を要請する。 

また、被災者台帳に基づく各種被災者生活再建支援業務を推進する。 

 

３－２ 災害弔慰金等の支給 

区及び都福祉局は、自然災害により死亡した都民の遺族に対して、災害弔慰金の支給を、ま

た、自然災害により精神的又は身体に著しい障害を受けた者に対して、災害障害見舞金の支給

を行う。 

 

３－３ 災害援護資金等の貸付 

区及び都福祉局は、災害救助法が適用となる自然災害により家財等に被害を受けた世帯の世

帯主に対して、生活の立て直し資金として、災害援護資金の貸し付けを行う。 
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３－４ 被災者生活再建支援金の支給 

区及び都福祉局は、自然災害により、その生活基盤に著しい被害を受けた者に対して、都道

府県が拠出した基金を活用して被災者生活再建支援金を支給する。 

 

３－５ 職業のあっせん 

区は、被災者の職業のあっせんについて、都に対する要請措置等の必要な計画を策定する。 

 

３－６ 租税の徴収猶予及び減免等 

区は、被災者に対する区税の徴収猶予及び減免等納税緩和措置に関する計画を策定する。 

 

４ 義援金の取扱い 

４－１ 義援金募集の検討 

区及び都、日本赤十字社各機関は被害の状況等を把握し、義援金の募集を行うか否かを検討

し、決定する。 

 

４－２ 東京都義援金配分委員会の設置 

義援金を適切に募集・配分するため、都、区市町村、日本赤十字社東京都支部、その他関係

機関等の代表者により構成される東京都義援金配分委員会（以下「都委員会」という。）を、

都本部に設置する。 

委員会は、次の事項について審議し、決定する。 

（１） 被災区市町村への義援金の配分計画の策定 

（２） 義援金の受付・配分に係る広報活動 

（３） その他義援金の受付・配分等に関して必要な事項 

 

４－３ 義援金の募集・受付 

（１） 区独自の義援金について 

区は、義援金の募集を行う場合は事前に定めた内容により、適切に取り扱う。 

また、義援金の募集・受付に関して、都、日本赤十字社、関係機関等と情報を共有す

る。 
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（２） 都の義援金募集への協力について 

区は、都の義援金募集に協力して受領した義援金について、寄託者に受領書を発行す

る。ただし、口座への振込による場合は、振込用紙をもって受領書の発行に代えることが

できる。 

また、都の義援金募集に協力して受け付けた義援金については、都委員会に報告するも

のとし、都委員会の指定する口座に送金する。なお、送金するまでの間は、｢預り金｣とし

て銀行口座で一時保管する。 

 

４－４ 義援金の配分 

（１） 都委員会からの受入れについて 

区は、都委員会から配分される義援金を受け入れるため、銀行等に普通預金口座を開設

し、都に報告する。 

（２） 義援金の支給について 

区は、都委員会から送金された義援金を配分計画に基づき、速やかに被災者に支給す

る。 

また、被災者への義援金の支給状況について、都委員会に報告する。 
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第１１章 災害救助法の適用 
 

第１節 災害救助法の適用 

 

１ 災害救助の実施機関 

東京都の地域に災害が発生し、災害救助法（昭和22年法律第 118号）（以下、「救助法」と

いう。）の適用基準に該当する被害が生じた場合、都知事は救助法第２条の規定に基づき、被

災者の保護と社会秩序の保全を目的として救助を実施する。 

区長は、救助法に基づき都知事が救助に着手したときは、都知事を補助し、被災者に対して

必要な救助を実施する。また、都知事は、救助を迅速に行う必要があるときは、救助に関する

職権の一部を区長に委任する。 

なお、災害の事態が急迫し、都知事による救助法に基づく救助の実施を待つことができない

ときは、区長は、救助に着手し、その状況を直ちに都知事に報告し、その後の処理について都

知事の指示を受ける。 

 

２ 救助法の適用基準 

救助法の適用基準は、災害救助法施行令（昭和 22年政令第 225号）第１条に定めるところ

により、次のいずれか一つに該当する場合、救助法を適用する。 

（１） 区の区域内の人口に応じ、住家が滅失した世帯の数が災害救助法施行令別表第１に

定める数以上であること 

（２） 都の区域内で住家が滅失した世帯の数が災害救助法施行令別表第２に定める数以上

あって、区の区域内の住家のうち滅失した世帯の数が災害救助法施行令別表第３に定める

数以上であること。 

（３） 都の区域内で住家が滅失した世帯の数が災害救助法施行令別表第４に定める数以上

の場合又は災害が隔絶した地域で発生したものである等、災害にかかった者の救護を著し

く困難とする特別の事情がある場合であって、多数の世帯の住家が滅失したこと 

（４） 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じたこと 
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３ 被災世帯の算定基準 

（１） 被災世帯の算定 

住家が滅失した世帯の数の算定に当たっては、住家が半壊し、又は半焼する等著しく損

傷した世帯は、２世帯をもって、住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住する

ことができない状態となった世帯は３世帯をもって、それぞれ住家の滅失した１世帯とみ

なす。 

（２） 住家の滅失等の認定 

① 住家が滅失したもの 

住家の損壊、焼失若しくは流失した部分の床面積が、その住家の延床面積の 70%以上

に達した程度のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害

割合で表し、その住家の損害割合が 50%以上に達した程度のもの 

② 住家が半壊・半焼する等著しく損傷したもの 

住家の損壊又は焼失した部分の床面積が、その住家の延床面積の 20%以上 70%未満のも

の、又は、住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、そ

の住家の損害割合が20%以上 50%未満のもの 

③ 住家が床上浸水、土砂堆積等により一時的に居住することができない状態となったもの 

①及び②に該当しない場合であって、浸水がその住家の床上に達した程度のもの、又

は土石竹木等の堆積等により一時的に居住することができない状態となったもの   

（３） 世帯及び住家の単位 

世帯とは、生計を一つにしている実際の生活単位をいう。 

住家とは、現実に居住のため使用している建物をいう。ただし、耐火構造のアパート等

で居住の用に供している部屋が遮断、独立しており、日常生活に必要な設備を有している

もの等については、それぞれをもって、１住家として取り扱う。 
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４ 救助法の適用手続 

災害に際し、区における災害が、前記の救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は該当す

る見込みがあるときは、区長は、直ちにその旨を都知事に報告しなければならない。 

災害救助法が適用された場合、都からの委任に基づき又は補助事務として救助を実施する。 

災害の事態が急迫して、都による救助の実施を待つことができないときは、区長は災害救助

法の規定による救助に着手し、その状況を直ちに都に情報提供し、その後の処置に関して都の

指示を受けるものとする。 

災害救助法に基づく救助の実施に当たっては完了までの間、日ごとに救助の実施状況を整理

するとともに、都知事に災害の状況を適宜情報提供する。 

 

５ 救助の種類 

救助法に基づく救助は、被災者が現に応急的救助を必要とする場合に行われるものであり、

次のような種類の救助がある。 

（１） 避難所及び応急仮設住宅の供与 

（２） 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

（３） 被服、寝具、その他生活必需品の給与又は貸与 

（４） 医療及び助産 

（５） 被災者の救出 

（６） 被災した住宅の応急修理 

（７） 生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与 

（８） 学用品の給与 

（９） 埋葬 

（10） 前各号で定めるもののほか、政令で定めるもの 

救助は、現物によって行うことが原則であるが、都知事が必要と認めた場合は、救助を必要

とする者に対し、金銭を給付することができる。 

救助の程度・方法及び期間については、内閣総理大臣が定める基準に基づき都知事が定め、

区と関係機関に通知する。 

基準額については、都規則により適宜改訂を行う。 
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６ 救助要請方法の整理 

区は、災害時に救助法適用のための要請を滞りなく実施できるよう、組織の整備を図るとと

もに、要員に対する事前研修を実施するなど、救助業務の習熟に努める。 

 

第２節 災害報告及び救助実施状況の報告 

 

１ 災害報告 

救助法に基づく「災害報告」には、災害発生の時間的経過にあわせ、発生報告、中間報告、

決定報告の３段階がある。 

これらの報告は、救助用物資、義援金の配分等の基礎になるほか、各種の対策の基礎資料と

なる。このため、区は迅速かつ正確に被害状況を収集把握して、速やかに都知事に報告する。 

 

２ 救助実施状況の報告 

災害直後における当面の応急措置及び災害救助費国庫負担金の清算事務に必要となるため、

区及び都各局は、各救助種目の救助実施状況を初期活動から救助活動が完了するまでの間、日

ごとに記録、整理し、都知事に報告する。 
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第１２章 激甚災害の指定 
 

第１節 激甚災害制度 

政府は、国民経済に著しい影響を及ぼし、かつ、当該災害による地方財政の負担を緩和し、

又は被災者に対する特別の助成措置を行うことが特に必要と認められる災害が発生した場合に

は、中央防災会議の意見を聴いた上で、政令でその災害を「激甚災害」として指定するととも

に、当該激甚災害に対し適用すべき措置を合わせて指定することとしている。 

激甚災害に指定されると、区の行う災害復旧事業等への国庫補助の嵩上げや中小企業者への

補償の特例等、特別の財政助成措置が講じられる。 

激甚災害の指定は、中央防災会議が定めている「激甚災害指定基準」（本激の基準）及び

「局地激甚災害指定基準」（局激の基準）による。 

激甚災害指定基準による指定、いわゆる「本激」が地域を特定せず、災害そのものを指定す

るのに対し、局地激甚災害指定基準による指定、いわゆる「局激」は市町村単位での災害指定

を行う。 

ただし、激甚災害に指定されても、被害を受けた地方公共団体等のすべてが特例措置を受け

られるわけではなく、被害の大きさが一定規模以上の地方公共団体等に限って特例措置が適用

される。 

 

第２節 激甚災害に関する調査報告 

区長は、激甚災害指定基準又は局地激甚災害指定基準を十分に考慮して、災害状況等を調査

し知事に報告する。 
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